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規則 

○大和高田市空家等対策の推進に関する規則（営繕住宅課） 

規則第３３号 

大和高田市空家等対策の推進に関する規則を次のように定める。 

  令和２年８月１２日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市空家等対策の推進に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」

という。）及び大和高田市空家等対策の推進に関する条例（令和元年条例第１１号。以下「条例」

という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、法及び条例において使用する用語の例による。 

（立入調査の通知等） 

第３条 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第１号）により行うものと

する。 

２ 法第９条第４項の身分を示す証明書は、立入調査員証（様式第２号）とする。 

（助言又は指導） 

第４条 法第１４条第１項の規定による助言又は指導は、助言・指導通知書（様式第３号）により行

うものとする。 

（勧告） 

第５条 法第１４条第２項の規定による勧告は、勧告書（様式第４号）により行うものとする。 

（命令等） 

第６条 法第１４条第３項の規定による命令は、命令書（様式第５号）により行うものとする。 

２ 法第１４条第４項の規定による通知は、命令に係る事前の通知書（様式第６号）により行うもの

とする。 

３ 法第１４条第４項の意見書の提出は、意見書（様式第７号）により行うものとする。 

４ 法第１４条第５項の規定による公開による意見の聴取の請求は、公開による意見の聴取請求書（様

式第８号）により行うものとする。 

５ 法第１４条第７項の規定による通知は、公開による意見の聴取通知書（様式第９号）により行う

ものとする。 

６ 法第１４条第１１項の規定による標識は、標識（様式第１０号）とする。 

（代執行） 

第７条 法第１４条第９項の規定により行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の規定を適用する

場合においては、次に定めるところによる。 

 （１） 行政代執行法第３条第１項の規定による戒告は、戒告書（様式第１１号）により行うもの

とする。 

 （２） 行政代執行法第３条第２項の規定による通知は、代執行令書（様式第１２号）により行う

規 則 
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ものとする。 

 （３） 行政代執行法第４条の証票は、執行責任者証（様式第１３号）とする。 

（緊急安全措置） 

第８条 条例第５条第２項の証票は、緊急安全措置責任者証（様式第１４号）とする。 

２ 条例第５条第３項の規定による通知は、緊急安全措置実施通知書（様式第１５号）により行うも

のとする。 

３ 条例第５条第４項の規定による納付命令は、緊急安全措置費用納付命令書（様式第１６号）によ

り行うものとする。ただし、市長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者から緊急安全

措置に係る費用納付免除申出書（様式第１７号）による申出があったときは、条例第５条第１項の

規定による措置の実施に要した費用を免除することができる。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者 

（２） 住民税非課税世帯に属する者 

（３） 災害、事故、疾病その他の家計の急変の原因となる事由によりその費用を納付することが

困難であると市長が認める者 

 （委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

5 

様式第１号（第３条関係） 

第     号 

年  月  日 

      様 

大和高田市長        印   

 

立入調査実施通知書 

 

あなたが所有し、又は管理する下記の空家等について、空家等対策の推進に関する特別措置法（平

成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第９条第２項の規定により立入調査を実施しますの

で、同条第３項の規定により下記のとおり通知します。 

立入調査に際し、所有者等の立会いが可能な場合は、立入調査の期日までに、下記連絡先へ連絡し

てください。 

記 

１ 立入調査の対象となる空家等 

 （１） 所在地  奈良県大和高田市 

 （２） 所有者等の住所及び氏名 

 

２ 立入調査の内容 

 

 

３ 立入調査の日時      年  月  日（ ） 午前・午後  時から 

 

４ 立入調査員 

 

５ 連絡先 

 

 

（備考） 

 立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、法第１６条第２項の規定により２０万円以下の過料

に処せられます。 
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様式第２号（第３条関係） 

 

 

 

第   号 

立 入 調 査 員 証 

 

 所 属 

 職 名 

 氏 名 

 生年月日    年  月  日 

 

上記の者は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第

１２７号）第９条第２項の規定による立入調査の権限を有する者であるこ

とを証明する。 

 

     年  月  日発行 

 

大和高田市長         印 

 

 

 

 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋） 
 

（立入調査等） 

第９条 （略） 

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、

当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせ

ることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められ

る場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家等の所有者等

にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが

困難であるときは、この限りでない。 

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければなら

ない。 

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

 

【注意】本証を他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

 

 

写 真 

９．０ｃｍ 

（表） 

５
．
５
ｃ
ｍ
 

（裏） 



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

7 

様式第３号（第４条関係） 

第     号 

年  月  日 

      様 

大和高田市長        印 

 

助言・指導通知書 

 

あなたが所有し、又は管理する下記の特定空家等について、空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第１４条第１項の規定により下記のとおり助言

又は指導します。 

 

記 

 

１ 対象となる特定空家等 

 （１） 所在地  奈良県大和高田市 

 （２） 所有者等の住所及び氏名 

 

２ 助言又は指導に係る措置の内容 

 

 

３ 助言又は指導に至った事由 

 

 

４ 措置の期限 

      年  月  日 

 

５ 助言又は指導の責任者 

 

 

６ 連絡先 

 

 

（備考） 

上記４の措置の期限までに上記２に示す措置をとった場合は、遅滞なく上記６の連絡先まで報告

してください。 

上記４の措置の期限までに正当な理由なく上記２に示す措置をとらなかった場合は、法第１４条

第２項の規定に基づき、当該措置をとることを勧告することがあります。 

勧告を受けると、上記１の当該特定空家等に係る敷地が、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第３４９条の３の２又は同法第７０２条の３の規定に基づき、住宅用地に対する固定資産税又は都

市計画税の課税標準の特例の適用を受けている場合にあっては、当該敷地について、当該特例の対
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象から除外されることとなります。 

 

様式第４号（第５条関係） 

第     号 
年  月  日 

      様 
大和高田市長        印 

 
勧告書 

 
あなたが所有し、又は管理する下記の特定空家等について、    年  月  日付け  第   

号により必要な措置をとるように助言又は指導しましたが、現在に至っても改善がなされていません。 
つきましては、速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう、空家等対策の

推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第１４条第２項の規定
に基づき下記のとおり勧告します。 
 

記 
 
１ 対象となる特定空家等 
 （１） 所在地  奈良県大和高田市 
 （２） 所有者等の住所及び氏名 
 
２ 勧告に係る措置の内容 
 
 
３ 勧告に至った理由 
 
 
４ 措置の期限 
      年  月  日 
 
５ 勧告の責任者 

大和高田市     部     課長 
 
６ 連絡先 
 
 
 
（備考） 

上記４の措置の期限までに上記２に示す措置をとった場合は、遅滞なく上記６の連絡先まで報告
してください。 
上記４の措置の期限までに正当な理由なく上記２に示す措置をとらなかった場合は、法第１４条

第３項の規定に基づき、当該措置をとることを命ずることがあります。 
上記１の特定空家等に係る敷地が、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９条の３の２

又は同法第７０２条の３の規定に基づき、住宅用地に対する固定資産税又は都市計画税の課税標準
の特例の適用を受けている場合にあっては、本勧告により、当該敷地について、当該特例の対象か
ら除外されることとなります。 

（教示） 
この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対し審査請求をすることができます。なお、この処分があったことを知っ
た日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の翌日から起算して１年を経過すると審査
請求をすることができなくなります。 
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この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に限り、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起

することができます（なお、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。また、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６月以内であれば、提起することができます。 

 

様式第５号（第６条関係） 

第     号 
年  月  日 

      様 
大和高田市長        印 

 
命令書 

 

あなたが所有し、又は管理する下記の特定空家等について、    年  月  日付け  第 

号により、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）

第１４条第３項の規定に基づく命令を行う旨事前に通知しましたが、現在に至っても通知した措置が

なされていないとともに、当該通知に示した意見書等の提出期限までに意見書等の提出がなされませ

んでした。 

つきましては、下記のとおり措置をとることを命令します。 

 
記 

 
１ 対象となる特定空家等 
（１） 所在地  奈良県大和高田市 
（２） 所有者等の住所及び氏名 

 
２ 命令に係る措置の内容 
 
 
３ 命ずるに至った理由 
 
 
４ 措置の期限 
      年  月  日 
 
５ 命令の責任者 
 
 
６ 連絡先 
 
 
（備考） 

上記２に示す措置を履行した場合は、遅滞なく上記６の連絡先まで報告してください。 

本命令に違反した場合は、法第１６条第１項の規定に基づき、５０万円以下の過料に処せられま
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す。 

上記４の措置の期限までに上記２の措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行

しても同期限までに完了する見込みがないときは、法第１４条第９項の規定に基づき、当該措置に

ついて行政代執行の手続に移行することがあります。 

（教示） 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対し審査請求をすることができます。なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。 

この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に限り、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起

することができます（なお、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。また、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６月以内であれば、提起することができます。 

 

様式第６号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

      様 

大和高田市長        印 

 

命令に係る事前の通知書 

 

あなたが所有し、又は管理する下記の特定空家等について、    年  月  日付け  第  

号により必要な措置をとるよう勧告しましたが、現在に至っても当該措置がなされていません。 

このまま措置が講じられない場合には、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第

１２７号。以下「法」という。）第１４条第３項の規定に基づき、下記のとおり当該措置をとること

を命令することとなりますので通知します。 

なお、あなたは、法第１４条第４項の規定により、本件に関し意見書及び自己に有利な証拠を提出

することができるとともに、同条第５項の規定に基づき、本通知の交付を受けた日から５日以内に、

大和高田市長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができ

る旨、申し添えます。 

 

記 

 

１ 対象となる特定空家等 

 （１） 所在地  奈良県大和高田市 

 （２） 所有者等の住所及び氏名 

 

２ 命じようとする措置の内容 
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３ 命じようとする理由 

 

 

４ 意見書の提出先及び公開による意見の聴取の請求先 

  大和高田市     部     課長     宛 

  送付先：奈良県大和高田市 

 

５ 意見書の提出期限 

      年  月  日 

 

６ 連絡先 

 

 

（備考） 

上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記６の連絡先まで報告してください。 

 

 

 

様式第７号（第６条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

提出者 住所               

氏名           印   

電話番号        

 

 

 

意見書 

 

    年  月  日付け  第   号による命令に係る事前の通知書について、空家等対策の

推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第１４条第４項の規定により、下記のとおり

意見を述べるとともに、自己に有利な証拠を提出します。 

 

記 

 

１ 対象となる特定空家等 

（１） 所在地  奈良県大和高田市 

（２） 所有者等の住所及び氏名 

 

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、代表者の氏名及び代表者印 
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２ 命令に係る事前の通知に対する意見（必要な措置を講じられなかった理由等） 

 

 

３ 自己に有利な証拠の提出の有無  有 ・ 無 

 

 

（備考） 

所定の欄に記載できないときは、別紙に記載の上、添付してください。 

自己に有利な証拠を提出するときは、添付してください。 

代理人が提出するときは、代理人であることを証する書類を添付してください。 

 

 

様式第８号（第６条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

提出者 住所               

氏名           印   

電話番号        

 

 

 

公開による意見の聴取請求書 

 

     年  月  日付け  第   号による命令に係る事前の通知書について、空家等対策

の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第１４条第５項の規定により、下記のとお

り意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求します。 

 

記 

 

１ 対象となる特定空家等 

（１） 所在地 奈良県大和高田市 

（２） 所有者等の住所及び氏名 

 

２ 意見の聴取に出席しようとする者 

 （１） 住 所 

 （２） 氏 名 

 （３） 電話番号 

 

（備考） 

所定の欄に記載できないときは、別紙に記載の上、添付してください。 

代理人が意見の聴取に出席するときは、代理人であることを証する書類を添付してください。 

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、代表者の氏名及び代表者印 
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様式第９号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

      様 

大和高田市長        印 

 

公開による意見の聴取通知書 

 

     年  月  日付けで請求のあった公開による意見の聴取を行うことについて、空家等対

策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第１４条第６項の

規定により、下記のとおり公開による意見の聴取を行うため出頭を求めますので、同条第７項の規定

によりその旨を通知するとともに、これを公告します。 

なお、あなたは、法第１４条第８項の規定により、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、

自己に有利な証拠を提出することができる旨申し添えます。 

 

記 

 

１ 対象となる特定空家等 

 （１） 所在地  奈良県大和高田市 

 （２） 所有者等の住所及び氏名 

 

２ 命じようとする措置の内容 

 

 

３ 意見の聴取の期日 

      年  月  日 

 

４ 意見の聴取の場所 

 

 

５ 連絡先 

 

 

 

様式第１０号（第６条関係） 

 

標 識 

 

下記の特定空家等の所有者等は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

14 

号）第１４条第３項の規定に基づく措置をとることを、    年  月  日付け  第   号

により、命ぜられています。 

 

記 

 

１ 対象となる特定空家等 

 （１） 所在地  奈良県大和高田市 

 （２） 所有者等の住所及び氏名 

 

 

２ 措置の内容 

 

 

３ 命ずるに至った事由 

 

 

４ 措置の期限 

      年  月  日 

 

５ 命令の責任者 

 

 

６ 連絡先 

 

 

 

様式第１１号（第７条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

      様 

大和高田市長        印 

 

戒告書 

 

あなたが所有し、又は管理する下記の特定空家等について、    年  月  日付け  第   

号により必要な措置をとるよう命じましたが、現在に至っても当該措置がなされていません。下記の

措置の期限までに当該措置をとらないときは、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法

律第１２７号）第１４条第９項の規定に基づき、下記の措置を代執行しますので、行政代執行法（昭

和２３年法律第４３号）第３条第１項の規定によりその旨を戒告します。 

なお、代執行に要する全ての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づき、あなたから徴収します。
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また、代執行によりその物件及びその他の資材について損害が生じても、その責任は負わないことを

申し添えます。 

 

記 

 

１ 特定空家等 

 （１）所在地 

 （２）用 途 

 （３）構 造 

 （４）規 模 建築面積 

        延べ床面積 

 （５）所有者等の住所及び氏名 

 

 

２ 命令に係る措置の内容 

 

 

３ 措置の期限 

      年  月  日 

 

４ 連絡先 

 

 

（教示） 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対し審査請求をすることができます。なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。 

この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に限り、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起

することができます（なお、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。また、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６月以内であれば、提起することができます。 

 

 

 
様式第１２号（第７条関係） 

第     号 

年  月  日 

      様 
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大和高田市長        印 

 

代執行令書 

 

あなたが所有し、又は管理する下記の特定空家等について、    年  月  日付け  第   

号により必要な措置をとるよう戒告しましたが、措置の期限までに義務が履行されませんでしたので、

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第１４条第９項の規定に基づき、

下記のとおり代執行を行いますので、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）第３条第２項の規定

により通知します。 

なお、代執行に要する全ての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づき、あなたから徴収します。

また、代執行によりその物件及びその他の資材について損害が生じても、その責任は負わないことを

申し添えます。 

 

記 

 

１ 除却、修繕、立木竹の伐採等する物件 

 

 

２ 代執行の内容 

 

 

３ 代執行の時期 

      年  月  日から    年  月  日まで 

 

４ 執行責任者 

 

 

５ 代執行に要する費用の概算見積額 

 

 

６ 連絡先 

 

 

（教示） 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対し審査請求をすることができます。なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。 

この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に限り、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起

することができます（なお、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内であっても、
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この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。また、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６月以内であれば、提起することができます。 

 
様式第１３号（第７条関係） 

 

 

 

 

 

執 行 責 任 者 証 

第   号 

部    課長  

 

上記の者は、下記の行政代執行の執行責任者であることを証する。 

年  月  日 

大和高田市長         印 

 

記 

 

１ 代執行をなすべき事項 

代執行令書（    年  月  日付け  第   号） 

記載の大和高田市            

２ 代執行をなすべき時期 

年  月  日から    年  月  日までの間 

 

 

 

 

９．０ｃｍ 

５
．
５
ｃ
ｍ
 

（裏） 

（表） 
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○空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）（抜粋） 

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 （以上略） 

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を

命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行し

ても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和２３年法

律第４３号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者

をしてこれをさせることができる。 

１０～１５ （略） 

 

○行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）（抜粋） 

 （証票の携帯） 

第４条 代執行のために現場に派遣される執行責任者は、その者が執行責任者たる本

人であることを示すべき証票を携帯し、要求があるときは、何時でもこれを呈示し

なければならない。 

 

【注意】本証を他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

 

 

 

様式第１４号（第８条関係） 

 

 

 

 

 

第   号 

緊急安全措置責任者証 

 

 所 属 

 職 名 

 氏 名 

 生年月日    年  月  日 

 

 

上記の者は、大和高田市空家等対策の推進に関する条例（令和元年大和

高田市条例第１１号）第４条第１項の規定による措置を行う者であること

を証明する。 

 

     年  月  日発行 

 

大和高田市長         印 

 

 

 

 

写 真 

９．０ｃｍ 

５
．
５
ｃ
ｍ
 

（裏） 

（表） 
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大和高田市空家等対策の推進に関する条例（抜粋） 
 

（緊急安全措置） 

第５条 市長は、空家等について、人の生命、身体又は財産に重大な損害を及ぼす危険な状態が切迫していると

認めるときは、その危険な状態を回避するために必要な最小限度の措置を行うことができる。 

２ 前項の措置の責任者は、その者が措置の責任者たる本人であることを示すべき証票を携帯し、要求があると

きは、何時でもこれを呈示しなければならない。 

３ 市長は、第１項の措置を講じたときは、当該空家等の所有者等に対し、当該措置の内容を通知しなければな

らない。ただし、当該空家等の所有者等を確知できないときは、当該措置の内容を公告することをもってこ

れに代えることができる。 

４ 市長は、第１項の措置に要した費用の徴収については、実際に要した費用の額及びその納期日を定め、所有

者等に対し、文書をもってその納付を命じることができる。 

 

【注意】本証を他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

 

 

 

 

様式第１５号（第８条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

      様 

大和高田市長        印 

 

緊急安全措置実施通知書 

 

大和高田市空家等対策の推進に関する条例（令和２年条例第１１号）第５条第１項の規定により、

下記のとおり緊急安全措置を実施しましたので、同条第３項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 対象となる空家等 

  所在地 

  所有者等 氏名 

       住所 

 

２ 緊急安全措置の内容 

 

 

３ 緊急安全措置の理由 
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４ 緊急安全措置の実施日 

 □即時的な措置      年  月  日 

 □継続的な措置      年  月  日から 

継続的な措置については、不服申立て及び処分の取消しの訴えをすることができます。（詳細は

（教示）をご参照ください。） 

 

５ 緊急安全措置に要した費用又は見込額 

 

 

６ 連絡先 

 

 

（教示） 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対し審査請求をすることができます。なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。 

この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に限り、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起

することができます（なお、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。また、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６月以内であれば、提起することができます。 

 

 
様式第１６号（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

      様 

大和高田市長        印 

 

緊急安全措置費用納付命令書 

 

大和高田市空家等対策の推進に関する条例（令和２年条例第１１号）第５条第１項の規定により実

施した緊急安全措置について、同条第４項の規定により当該費用の納付をするよう命令します。 

 

記 

 

１ 実際に要した費用の額 

         円 
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  （内訳） 

 

 

 

 

２ 納付期限 

年  月  日 

 

３ 納付方法 

  同封の納入通知書により納付 

 

４ 連絡先 

 

 

 

（教示） 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に、大和高田市長に対し審査請求をすることができます。なお、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。 

この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に限り、大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起

することができます（なお、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。また、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して６月以内であれば、提起することができます。 

 

 

様式第１７号（第８条関係） 

 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（納入義務者） 

氏 名            印 

住 所             

電話番号            

 

緊急安全措置に係る費用納付免除申出書 

 

私は下記の理由に該当しますので、    年  月  日  実施の緊急安全措置について、そ

の費用を納付することが困難なので、免除いただくよう申し出ます。 
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記 

 

費用を納付することが困難と認められる事由（該当する箇所にチェックを入れてください。） 

□ ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者 

□ イ 住民税非課税世帯に属する者 

□ ウ 災害、事故、疾病その他の家計の急変の原因となる事由によりその費用を納付することが

困難と市長が認めるもの 

 

※上記事由を証する書類の添付をしてください。 

 

○大和高田市保育所条例施行規則の一部を改正する規則（保育課） 

規則第３４号 

大和高田市保育所条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和２年８月２０日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市保育所条例施行規則の一部を改正する規則 

大和高田市保育所条例施行規則（平成１７年規則第１号）の一部を次のように改正する。 

第７条を次のように改める。 

（利用手続） 

第７条 保育所の利用の申請は、大和高田市子ども・子育て支援法施行細則（令和２年規則第３６号）

第５条第１項に規定する施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認定申請書兼利用申請

書又は同条第２項に規定する電子処理組織を使用する方法により行うものとする。 

第８条第１項中「前条の規定による申請をした保護者に対し、利用の承諾又は保留を」を「保育所

の利用を決定したときは、利用承諾通知書（様式第１号）により、保育所の利用を認めないときは、

入所（園）保留通知書（様式第２号）により前条の規定による申請をした保護者に」に改め、同条第

２項中「次に掲げる場合は特定保育」を「次の各号のいずれかに該当するときは、保育所」に改める。 

第９条中「特定保育を利用している子ども（以下「利用子ども」という。）」を「保育所を利用す

る子ども」に、「、保育の実施を解除する場合、」を「保育の実施を解除するときは、実施解除通知

書（様式第３号）により」に改める。 

第１０条各号列記以外の部分中「利用子ども」を「保育所を利用する子ども」に、「場合」を「と

きは」に改め、同条第１号から第３号までの規定中「利用子ども」を「保育所を利用する子ども」に

改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項第３号の規定による届出は、利用中止届兼教育・保育給付認定取消申請書（様式第４号）に

より行うものとする。 

第１１条の見出しを「（保育料の決定及び通知）」に改め、同条第１項中「その旨を」を「大和高

田市子ども・子育て支援法施行細則第８条第１項に規定する保育料決定通知書により」に改め、同条

第２項中「その旨を」を「大和高田市子ども・子育て支援法施行細則第１０条第４項に規定する保育

料変更通知書により」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 第８条第１項の規定による保育所の利用の承諾の通知とともに行う第１項の通知は、同項の規定

にかかわらず、利用承諾通知書兼保育料決定通知書（様式第５号）により行うものとする。 
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第１１条第４項を削る。 

第１５条を第１６条とする。 

第１４条第１項中「において特定保育」を削り、同条を第１５条とする。 

第１３条中「者は、」の次に「保育料減免申請書（様式第７号）に」を加え、「提出」を「申請」

に改め、同条を第１４条とする。 

第１２条第１項中「定める」を「規定する」に改め、同条第２項中「、その身分を証明する」を削

り、「様式第５号」を「様式第６号」に改め、同条を第１３条とし、第１１条の次に次の１条を加え

る。 

（保育料の徴収） 

第１２条 市長は、保育料を保護者又は扶養義務者から毎月徴収するものとする。 

２ 口座振替による保育料の振替日は、当該月の１０日とする。ただし、その日が金融機関の休業日

に当たるときは、その翌営業日とする。 

別表第３及び別表第４中「第１４条」を「第１５条」に改める。 

附則の次に、次の７様式を加える。 
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様式第１号（第８条関係） 

大和高田市指令第   号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

利用承諾通知書 

申請のありました施設の利用について、次のとおり承諾します。 

利用する子どもの 

氏名及び生年月日 

 

利用する施設の 

名称及び所在地 

 

教育（保育）の 

実施期間 

 

保育料の月額 

及び納付方法 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。  
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様式第２号（第８条関係） 

大和高田市指令第   号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

入所（園）保留通知書 

 申請のありました施設の利用については、次の理由により保留となりましたので通知します。 

子どもの氏名 

及び生年月日 
 

保留となった理由  

保留の有効期限  

備考  

 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。  
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様式第３号（第９条関係） 

大和高田市達第    号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

実施解除通知書 

次の子どもについて、教育（保育）の実施を解除することとなりましたので通知します。 

利用する子どもの 

氏名及び生年月日 

 

利用する施設の 

名称及び所在地 

 

教育（保育）の実施

の解除の年月日 

 

教育（保育）の実施

の解除の理由 

 

 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。  
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様式第４号（第１０条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

保護者氏名           印   

利用中止届兼教育・保育給付認定取消申請書 

次のとおり、施設の利用を中止します。 

届出（申請）に係

る小学校 

就学前子ども 

氏  名 生年月日 性別 
ふりがな

   年  月  日生 男・女 

保護者 

住所・連絡先 

（住 所）大和高田市 

（連絡先）自宅   －   －     

     携帯   －   －    （続柄：  ） 

認定証番号  

利用中止する施

設（事業者）名 

 

中止年月日       年    月    日 

中止理由 

１．家庭で保育する。 

２．育児休業取得（  年  月  日～  年  月  日） 

□□仕事復帰後、同じ施設の利用を希望する。 

□□仕事復帰後、同じ施設の利用を希望しない。 

３．市外転出 

□□市外転出後、同じ施設の利用を希望する。 

□□市外転出後、同じ施設の利用を希望しない。 

※引き続き同じ施設の利用を希望する場合、転出先で手続が必要 

４．市内転居 

５．他の施設を利用する。 

（施設・事業者名：                    ） 

６．その他（                       ） 

教育・保育給付認

定の取消しの有無 

□有 

□無（他の施設を利用する場合） 

※「教育・保育給付認定の取消しの有無」が「有」の場合であり、支給認定証の交付を受けている場

合、支給認定証を添付（返還）してください。 

※「教育・保育給付認定の取消しの有無」が「無」の場合で、利用中止後も保育の認定（子ども・子

育て支援法第１９条第１項第２号又は第３号の認定）を継続して受けるためには、毎年、保育を必

要とする理由及び利用者負担額（保育料）算定のために必要な事項の届出が必要です。 
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様式第５号（第１１条関係） 

大和高田市指令第   号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

利用承諾通知書兼保育料決定通知書 

 申請のありました施設の利用について、次のとおり承諾します。また、保育料について次のとおり

決定しましたので通知します。 

利用する子どもの 

氏名及び生年月日 

 

利用する施設の 

名称及び所在地 

 

教育（保育）の実施

期間 

 

保育料の月額 

及び納付方法 

 

※本年度市町村民税課税決定後に再算定を行うため、８月分までと９月分以降で保育料決定額が

異なる場合があります。 

※口座振替日が休日の場合は、翌営業日に振り替えます。 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内

に大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った

日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると

審査請求をすることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和

高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分

の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消し

の訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審

査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴

えを提起することができます。  

※以下に記載のある方は口座振替納付です。 

金 融 機 関  

口 座 種 別  口 座 番 号  

口座名義人  



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

29 

様式第６号（第１３条関係） 

第   号 

保育料徴収職員証 

所 属                

氏 名                

      （   年   月   日生） 

 上記の者は、大和高田市保育所条例施行規則第１３条の規定に基づき、保育料の

徴収に関し、地方税法に規定する徴税吏員の事務に相当する事務を行う者であることを

証する。 

 

写真 

 

年  月  日交付   

 

  大和高田市長   印 
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様式第７号（第１４条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

保護者氏名        印   

保育料減免申請書 

次のとおり、保育料の減免を申請します。 

子どもの氏名  施設名  

生年月日  
保護者の 

職  業 
 

現住所  

保護者の 

収  入 

（月 額） 

 

 減免申請の理由 

 

 

 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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○大和高田市こども園条例施行規則の一部を改正する規則（保育課） 

規則第３５号 

大和高田市立こども園条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和２年８月２０日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市立こども園条例施行規則の一部を改正する規則 

大和高田市立こども園条例施行規則（平成２２年規則第１５号）の一部を次のように改正する。 

第７条を次のように改める。 

（利用手続） 

第７条 こども園の利用の申請は、大和高田市子ども・子育て支援法施行細則（令和２年規則第３６

号）第５条第１項に規定する施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認定申請書兼利用

申請書又は同条第２項に規定する電子処理組織を使用する方法により行うものとする。 

第８条第１項中「前条の規定による申請をした保護者に対し、利用の承諾又は保留を」を「こども

園の利用を決定したときは、利用承諾通知書（様式第１号）により、こども園の利用を認めないとき

は、入所（園）保留通知書（様式第２号）により前条の規定による申請をした保護者に」に改め、同

条第２項中「次に掲げる場合は特定教育・保育」を「次の各号のいずれかに該当するときは、こども

園」に改める。 

第９条中「特定教育・保育を利用している子ども（以下「利用子ども」という。）」を「こども園

を利用する子ども」に、「、教育及び保育の実施を解除する場合、」を「教育及び保育の実施を解除

するときは、実施解除通知書（様式第３号）により」に改める。 

第１０条各号列記以外の部分中「利用子ども」を「こども園を利用する子ども」に、「場合」を「と

きは」に改め、同条第１号から第３号までの規定中「利用子ども」を「こども園を利用する子ども」

に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項第３号の規定による届出は、利用中止届兼教育・保育給付認定取消申請書（様式第４号）に

より行うものとする。 

第１１条の見出しを「（保育料の決定及び通知）」に改め、同条第１項中「その旨を」を「大和高

田市子ども・子育て支援法施行細則第８条第１項に規定する保育料決定通知書により」に改め、同条

第２項中「その旨を」を「大和高田市子ども・子育て支援法施行細則第１０条第４項に規定する保育

料変更通知書により」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 第８条第１項の規定によるこども園の利用の承諾の通知とともに行う第１項の通知は、同項の規

定にかかわらず、利用承諾通知書兼保育料決定通知書（様式第５号）により行うものとする。 

第１１条第４項を削る。 

第２０条を第２１条とし、第１５条から第１９条までを１条ずつ繰り下げる。 

第１４条第１項中「において特定教育・保育」を削り、同条を第１５条とする。 

第１３条中「者は、」の次に「保育料減免申請書（様式第７号）に」を加え、同条を第１４条とす

る。 

第１２条第１項中「定める」を「規定する」に改め、同条第２項中「、その身分を証明する身分証」

を「保育料徴収職員証（様式第６号）」に改め、同条を第１３条とし、第１１条の次に次の１条を加

える。 

（保育料の徴収） 

第１２条 市長は、保育料を保護者又は扶養義務者から毎月徴収するものとする。 
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２ 口座振替による保育料の振替日は、当該月の１０日とする。ただし、その日が金融機関の休業日

に当たるときは、その翌営業日とする。 

別表第１中「第１４条」を「第１５条」に改める。 

別表第２中「別表第２」を「別表第２（第１５条関係）」に改める。 

附則の次に、次の７様式を加える。 
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様式第１号（第８条関係） 

大和高田市指令第   号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

利用承諾通知書 

申請のありました施設の利用について、次のとおり承諾します。 

利用する子どもの 

氏名及び生年月日 

 

利用する施設の 

名称及び所在地 

 

教育（保育）の 

実施期間 

 

保育料の月額 

及び納付方法 

 

 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。  
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様式第２号（第８条関係） 

大和高田市指令第   号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

入所（園）保留通知書 

 申請のありました施設の利用については、次の理由により保留となりましたので通知します。 

子どもの氏名 

及び生年月日 
 

保留となった理由  

保留の有効期限  

備考  

 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。  
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様式第３号（第９条関係） 

大和高田市達第    号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

実施解除通知書 

次の子どもについて、教育（保育）の実施を解除することとなりましたので通知します。 

利用する子どもの 

氏名及び生年月日 

 

利用する施設の 

名称及び所在地 

 

教育（保育）の実施

の解除の年月日 

 

教育（保育）の実施

の解除の理由 

 

 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。  
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様式第４号（第１０条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

保護者氏名           印   

利用中止届兼教育・保育給付認定取消申請書 

次のとおり、施設の利用を中止します。 

届出（申請）に係

る小学校 

就学前子ども 

氏  名 生年月日 性別 
ふりがな

   年  月  日生 男・女 

保護者 

住所・連絡先 

（住 所）大和高田市 

（連絡先）自宅   －   －     

     携帯   －   －    （続柄：  ） 

認定証番号  

利用中止する施

設（事業者）名 

 

中止年月日       年    月    日 

中止理由 

１．家庭で保育する。 

２．育児休業取得（  年  月  日～  年  月  日） 

□□仕事復帰後、同じ施設の利用を希望する。 

□□仕事復帰後、同じ施設の利用を希望しない。 

３．市外転出 

□□市外転出後、同じ施設の利用を希望する。 

□□市外転出後、同じ施設の利用を希望しない。 

※引き続き同じ施設の利用を希望する場合、転出先で手続が必要 

４．市内転居 

５．他の施設を利用する。 

（施設・事業者名：                    ） 

６．その他（                       ） 

教育・保育給付認

定の取消しの有無 

□有 

□無（他の施設を利用する場合） 

※「教育・保育給付認定の取消しの有無」が「有」の場合であり、支給認定証の交付を受けている場

合、支給認定証を添付（返還）してください。 

※「教育・保育給付認定の取消しの有無」が「無」の場合で、利用中止後も保育の認定（子ども・子

育て支援法第１９条第１項第２号又は第３号の認定）を継続して受けるためには、毎年、保育を必

要とする理由及び利用者負担額（保育料）算定のために必要な事項の届出が必要です。 
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様式第５号（第１１条関係） 

大和高田市指令第   号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

利用承諾通知書兼保育料決定通知書 

 申請のありました施設の利用について、次のとおり承諾します。また、保育料について次のとおり

決定しましたので通知します。 

利用する子どもの 

氏名及び生年月日 

 

利用する施設の 

名称及び所在地 

 

教育（保育）の実施

期間 

 

保育料の月額 

及び納付方法 

 

※本年度市町村民税課税決定後に再算定を行うため、８月分までと９月分以降で保育料決定額が

異なる場合があります。 

※口座振替日が休日の場合は、翌営業日に振り替えます。 

（教示） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内

に大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った

日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると

審査請求をすることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和

高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分

の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消し

の訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審

査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴

えを提起することができます。  

※以下に記載のある方は口座振替納付です。 

金 融 機 関  

口 座 種 別  口 座 番 号  

口座名義人  
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様式第６号（第１３条関係） 

第   号 

保育料徴収職員証 

所 属                

氏 名                

      （   年   月   日生） 

 上記の者は、大和高田市こども園条例施行規則第１３条の規定に基づき、保育料

の徴収に関し、地方税法に規定する徴税吏員の事務に相当する事務を行う者であること

を証する。 

 

写真 

 

年  月  日交付   

 

  大和高田市長   印 
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様式第７号（第１４条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

保護者氏名        印   

保育料減免申請書 

次のとおり、保育料の減免を申請します。 

子どもの氏名  施設名  

生年月日  
保護者の 

職  業 
 

現住所  

保護者の 

収  入 

（月 額） 

 

 減免申請の理由 

 

 

 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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○大和高田市子ども・子育て支援法施行細則（保育課） 

規則第３６号 

 大和高田市子ども・子育て支援法施行細則を次のように定める。 

  令和２年８月２０日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市子ども・子育て支援法施行細則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）の施行

に関し、子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「政令」という。）及び

子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号。以下「府令」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、特に定めるもののほか、法、政令及び府令の定めるとこ

ろによる。 

（保育の必要性に係る認定基準） 

第３条 府令第１条の５第１号の市町村が定める時間は、４８時間とする。 

（保育必要量の認定） 

第４条 府令第４条の規定による保育必要量の認定は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各

号に定めるところにより行うものとする。 

（１） 府令第１条の５第１号、４号、又は第７号に掲げる事由に該当する場合 次のとおりとす

る。 

ア 申請を行う小学校就学前子どもの保護者のいずれもが１月当たり１２０時間以上労働し、介

護若しくは看護し、就学し、又は職業訓練を受講することを常態とする場合 保育標準時間認

定（１日当たり１１時間までの保育必要量の認定をいう。以下同じ。） 

イ アに規定する場合以外の場合 保育短時間認定（１日当たり８時間までの保育必要量の認定

をいう。以下同じ。） 

（２） 府令第１条の５第２号に掲げる事由に該当する場合 保育標準時間認定 

（３） 府令第１条の５第３号に掲げる事由に該当する場合 次のとおりとする。 

ア 入院又は常に病臥である場合 保育標準時間認定 

イ アに規定する場合以外の場合 保育短時間認定 

（４） 府令第１条の５第５号に掲げる事由に該当する場合 保育標準時間認定 

（５） 府令第１条の５第６号に掲げる事由に該当する場合 保育短時間認定 

（６） 府令第１条の５第８号に掲げる事由に該当する場合 保育標準時間認定 

（７） 府令第１条の５第９号に掲げる事由に該当する場合 保育短時間認定 

（８） 府令第１条の５第１０号に掲げる事由に該当する場合 前各号に掲げる区分に準じてその

事由を勘案し、保育標準時間認定又は保育短時間認定のうち、市長が適当と認めるもの 

（教育・保育給付認定の申請） 

第５条 府令第２条第１項に規定する申請書は、施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付

認定申請書兼利用申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の申請書の提出によらず法第２０条第４項の規定による申請を行う場合は、電子情報処理組

織（市の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と当該教育・保育給付認定申請
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及び施設の利用申請をしようとする保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方法により行わなければならない。 

（支給認定証の交付の申請） 

第６条 府令第４条の２の規定による申請は、支給認定証交付申請書（様式第２号）により行う

ものとする。 

（教育・保育給付認定等の通知） 

第７条 法第２０条第４項の規定による通知は、教育・保育給付認定通知書（様式第３号）により行

うものとする。 

２ 法第２０条第４項に規定する認定証は、支給認定証（様式第４号）とする。 

３ 法第２０条第５項の規定による通知は、教育・保育給付認定申請却下通知書（様式第５号）によ

り行うものとする。 

（利用者負担額等に関する事項の通知） 

第８条 府令第７条第１項第１号に規定する事項の通知は、保育料決定通知書（様式第６号）により

行うものとする。 

２ 府令第７条第１項第２号に規定する事項の通知は、副食費徴収免除のお知らせ（様式第７号）に

より行うものとする。 

（教育・保育給付認定の有効期間） 

第９条 府令第８条第４号ロの規定により市が定める期間は、９０日とする。 

２ 府令第８条第６号及び１２号の規定により市が定める期間は、育児休業に係る子どもが生まれた

日から１歳に達する月の末日までとする。 

３ 府令第８条第７号及び第１３号の規定により市が定める期間は、市長が適当と認める期間とする。 

（現況届等） 

第１０条 府令第９条第１項に規定する届書は、施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付

認定に係る現況届兼継続利用確認書（様式第８号）とする。 

２ 前項の届書の提出によらず法第２２条の規定による届出を行う場合は、電子情報処理組織を使用

する方法により行わなければならない。 

３ 府令第９条第４項（府令第１１条第３項において準用する場合を含む。）の規定による通知は、保

育料変更通知書（様式第９号）、副食費徴収免除期間変更のお知らせ（様式第１０号）又は教育・

保育給付認定通知書により行うものとする。 

（教育・保育給付認定の変更の認定の申請） 

第１１条 府令第１１条第１項に規定する申請書は、教育・保育給付認定変更申請書兼変更届（様式

第１１号）とする。 

（教育・保育給付認定の変更の認定等の通知） 

第１２条 法第２３条第３項において準用する法第２０条第４項前段の規定による通知は、教育・保

育給付認定通知書により行うものとする。 

２ 法第２３条第３項において準用する法第２０条第５項の規定による通知は、教育・保育給付認定

申請却下通知書により行うものとする。 

（職権による教育・保育給付認定の変更の認定の通知） 

第１３条 府令第１２条第１項の規定による通知は、教育・保育給付認定通知書により行うものとす

る。 

（教育・保育給付認定の取消し） 
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第１４条 府令第１４条第１項の規定による通知は、教育・保育給付認定取消通知書（様式第１２号）

により行うものとする。 

（申請内容の変更の届出） 

第１５条 府令第１５条第１項に規定する届書は、教育・保育給付認定変更申請書兼変更届とする。 

（支給認定証の再交付） 

第１６条 府令第１６条第２項に規定する申請書は、支給認定証再交付申請書（様式第１３号）とす

る。 

（施設等利用給付認定の申請） 

第１７条 法第３０条の４第１号に規定する子どもに係る府令第２８条の３第１項に規定する申請書

は、施設等利用給付認定申請書（法第３０条の４第１号）（様式第１４号）とする。 

２ 法第３０条の４第２号又は第３号に規定する子どもに係る府令第２８条の３第１項に規定する申

請書は、施設等利用給付認定申請書（法第３０条の４第２号・第３号）（様式第１５号）とする。 

３ 前項の場合において、法第２０条第１項の規定による申請及び保育所等の利用の申込みを行って

いないときは、同項に規定する申請書には、保育所等利用申込み等の不実施に係る理由書（様式第

１６号）を添付するものとする。 

（施設等利用給付認定等の通知） 

第１８条 法第３０条の５第３項の規定による通知は、施設等利用給付認定通知書（様式第１７号）

により行うものとする。 

２ 法第３０条の５第４項の規定による通知は、施設等利用給付認定申請却下通知書（様式第１８号）

により行うものとする。 

（施設等利用給付認定の有効期間） 

第１９条 府令第２８条の５第４号ロの規定により市が定める期間は、９０日とする。 

２ 府令第２８条の５第６号の規定により府令第１条の５第９号に掲げる事由に該当する場合の市が

定める期間は、市長が適当と認める期間とする。 

３ 府令第２８条の５第６号の規定により府令第１条の５第１０号に掲げる事由に該当する場合の市

が定める期間は、市長が適当と認める期間とする。 

（現況届等） 

第２０条 府令第２８条の６第１項に規定する届書は、施設等利用給付認定に係る現況届（様式第１

９号）とする。 

（施設等利用給付認定の変更の認定の申請） 

第２１条 法第３０条の４に規定する子どもに係る府令第２８条の８第１項に規定する申請書は、施

設等利用給付認定変更申請書兼変更届（様式第２０号）とする。 

（施設等利用給付認定の変更の認定等の通知） 

第２２条 法第３０条の８第３項において準用する法第３０条の５第３項前段の規定による通知は、

施設等利用給付認定通知書により行うものとする。 

２ 法第３０条の８第３項において準用する法第３０条の５第４項前段の規定による通知は、施設等

利用給付認定却下通知書により行うものとする。 

（職権による施設等利用給付認定の変更の認定） 

第２３条 府令第２８条の９の規定による通知は、施設等利用給付認定通知書により行うものとする。 

（施設等利用給付認定の取消し） 

第２４条 府令第２８条の１１の規定による通知は、施設等利用給付認定取消通知書（様式第２１号）
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により行うものとする。 

（施設等利用給付認定の申請内容の変更の届出） 

第２５条 法第３０条の４に規定する子どもに係る府令第２８条の１２第１項に規定する届書は、施

設等利用給付認定変更申請書兼変更届とする。 

（法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設の利用状況の報告） 

第２６条 府令第２８条の１４第１項の書類は、企業主導型保育事業利用報告書（様式第２２号）と

する。 

２ 府令第２８条の１４第２項の書類は、企業主導型保育事業利用終了報告書（様式第２３号）とす

る。 

（施設等利用給付の請求） 

第２７条 府令第２８条の１９第１項の請求書は、認可外保育施設等に係る施設等利用費請求書（償

還払い用）（様式第２４号）及び預かり保育事業等に係る施設等利用費請求書（償還払い用）（様式

第２５号）とする。 

（特定教育・保育施設の確認の申請） 

第２８条 府令第２９条の規定による確認の申請は、特定教育・保育施設確認申請書（様式第２６号）

に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定教育・保育施設の確認の変更の申請） 

第２９条 府令第３１条の規定による確認の変更の申請は、特定教育・保育施設確認変更申請書（様

式第２７号）に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定教育・保育施設の確認等の通知） 

第３０条 市長は、法第３１条第１項の規定による確認を行ったときは、特定教育・保育施設確認通

知書（様式第２８号）により当該確認に係る申請を行った者に対し、通知するものとする。 

２ 市長は、法第３２条第１項の規定による確認の変更の申請を受け、その確認の変更を行ったとき

は、特定教育・保育施設確認変更通知書（様式第２９号）により当該確認の変更に係る申請を行っ

た者に対し、通知するものとする。 

（特定教育・保育施設の申請事項の変更の届出） 

第３１条 府令第３３条第１項の規定による届出は、特定教育・保育施設申請事項変更届（様式第３

０号）に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定教育・保育施設の利用定員の減少の届出） 

第３２条 府令第３４条の届出は、特定教育・保育施設利用定員減少届（様式第３１号）に市長が必

要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定教育・保育施設の確認の辞退） 

第３３条 特定教育・保育施設の設置者は、法第３６条の規定による確認の辞退をしようとするとき

は、特定教育・保育施設確認辞退届（様式第３２号）を市長に提出するものとする。 

（特定地域型保育事業者の確認の申請） 

第３４条 府令第３９条に規定する申請は、特定地域型保育事業者確認申請書（様式第３３号）に市

長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定地域型保育事業者の確認の変更の申請） 

第３５条 府令第４０条に規定する申請は、特定地域型保育事業者確認変更申請書（様式第３４号）

に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定地域型保育事業者の確認等の通知） 
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第３６条 市長は、法第４３条第１項の規定による確認を行ったときは、特定地域型保育事業者確認

通知書（様式第３５号）により当該確認の申請を行った者に対し、通知するものとする。 

２ 市長は、法第４４条第１項の規定による確認の変更の申請を受け、その確認の変更を行ったとき

は、特定地域型保育事業者確認変更通知書（様式第３６号）により当該確認の変更に係る申請を行

った者に対し、通知するものとする。 

（特定地域型保育事業者の申請事項の変更の届出） 

第３７条 府令第４１条第１項の規定による届出は、特定地域型保育事業者申請事項変更届（様式第

３７号）に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定地域型保育事業者の利用定員の減少の届出） 

第３８条 府令第４１条第３項の規定による届出は、特定地域型保育事業者利用定員減少届（様式第

３８号）に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定地域型保育事業者の確認の辞退） 

第３９条 特定地域型保育事業者は、法第４８条の規定による確認の辞退をしようとするときは、特

定地域型保育事業者確認辞退届（様式第３９号）を市長に提出するものとする。 

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） 

第４０条 府令第４６条第１項の届書は、特定教育・保育提供者業務管理体制整備事項届（様式第４

０号）とする。 

２ 府令第４６条第２項の規定による届出は、特定教育・保育提供者業務管理体制整備事項変更届（様

式第４１号）により行うものとする。 

（特定子ども・子育て支援施設等の確認の申請） 

第４１条 府令第５３条の２の規定による確認の申請は、特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

（様式第４２号）に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定子ども・子育て支援施設等の確認の通知） 

第４２条 市長は、法第５８条の２の規定による確認を行ったときは、特定子ども・子育て支援施設

等確認通知書（様式第４３号）により当該確認の申請を行った者に対し、通知するものとする。 

（特定子ども・子育て支援施設等の申請事項の変更の届出） 

第４３条 府令第５３条の３第１項の規定による届出は、特定子ども・子育て支援施設等確認変更届

（様式第４４号）に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（特定子ども・子育て支援施設等の確認の辞退） 

第４４条 特定子ども・子育て支援施設等は、法第５８条の６第１項の規定による確認の辞退をしよ

うとするときは、特定子ども・子育て支援施設等確認辞退届（様式第４５号）を市長に提出するも

のとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（大和高田市保育の必要性の認定に関する規則の廃止） 

２ 大和高田市保育の必要性の認定に関する規則（平成２６年規則第３４号）は、廃止する。 
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様式第１号（第５条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 
保護者(申請者)氏名            印   

 
施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認定申請書兼利用申請書 

  
次のとおり、施設型給付費・地域型保育給付費等に係る教育・保育給付認定を申請します。なお、

保護者（申請者）が申請書を提出できない場合、次の者に個人番号の提供を委任します。 
（委任欄）  
 
 

申請に係る小
学校就学前子
ど も 

個人番号             生年月日 性別 
障害等の有無 
※診断書等添付 

氏 名
（ふりがな）

  年 月 日 男･女 有・無 

保護者住所・
連 絡 先 

（住 所）  大和高田市 

（連絡先）  自宅    －    － 

携帯    －    －    （続柄：   ） 

保 育 の 希 望 
の有無（※） 

有： 
保護者の労働や疾病等の理由により、保育所等において保育の利用を希望する

場合(幼稚園等と併願の場合を含む。) 

無： 幼稚園等の利用を希望する場合(保育所等と併願の場合を除く。) 

（※）・「保育所等」とは、保育所、認定こども園（保育部分）、小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所

内保育をいいます（以下同じ）。 

・「幼稚園等」とは、幼稚園及び認定こども園（教育部分）をいいます。 

・「有」を○で囲んだ場合は①～④に、「無」を○で囲んだ場合は①、②及び④に必要事項を記入してください。 

・教育・保育給付認定を受けた場合に、認定に係る通知に代えて「支給認定証」の交付を受けたい場合は、別途

申請が必要です。 

①世帯の状況 

子
ど
も
の
世
帯
員 

氏 名
（ふりがな）

 
子どもと 

の 続 柄 
生 年 月 日 性別 

勤務先･学校名等 
(備 考) 

個人番号 
（保護者及び必要な者） 

  年 月 日 男･女              

  年 月 日 男･女              

  年 月 日 男･女              

家庭の状況 
□身体障害者手帳･療育手帳･精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている世帯員がいる。 

□（特別）児童扶養手当を受給している世帯員がいる。   □ひとり親家庭 

□生活保護世帯（  年  月  日保護開始）      □いずれにも該当しない。 

②利用を希望する期間及び希望する施設（事業者）名 

利用を希望
する期間 

  年  月  日から  年  月  日まで 

利用を希望
する施設(事
業者)名 

施設(事業者)名･希望理由 

第１希望   (希望理由) 
所 在 
市区町村 

□大和高田市 

□その他（        ） 

第２希望   (希望理由) 
所 在 
市区町村 

□大和高田市 

□その他（        ） 

第３希望   (希望理由) 
所 在 
市区町村 

□大和高田市 

□その他（        ） 

■受任(提出)者氏名：       ■受任者住所： 

■受任者生年月日：  年 月 日 ■申請者との関係： 
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（表面） 

 

③保育の利用を必要とする理由等 

※保護者の労働や疾病等の理由により、保育所等において保育の利用を希望する場合に記入してくだ
さい。 

保育の利用を 

必要とする理由 

続柄 必要とする理由 備  考 

 
□就労 □妊娠･出産 □疾病･障害 □介護等 □災害復旧 

□求職活動 □就学 □その他(       ) 
 

 
□就労 □妊娠･出産 □疾病･障害 □介護等 □災害復旧 

□求職活動 □就学 □その他(       )  

 
□就労 □妊娠･出産 □疾病･障害 □介護等 □災害復旧 

□求職活動 □就学 □その他(       ) 
 

 
□就労 □妊娠･出産 □疾病･障害 □介護等 □災害復旧 

□求職活動 □就学 □その他(       ) 
 

希望する利用時間 

利用曜日 利用時間 

 曜日から 曜日まで 
  時  分から  時  分まで(月～金曜日) 

  時  分から  時  分まで(土曜日) 

④認定申請に当たっての署名欄 

１．申請に実態と異なる内容が認められた場合には、認定を取り消されても異議ありません。また、申請

内容につき、市が関係者・関係機関に事実確認等を行うことに同意します。 

２．市が施設型給付費・地域型保育給付費等の教育・保育給付認定に必要な市町村民税の情報（同一世

帯者を含む。）及び世帯情報を閲覧することに同意します。また、その情報に基づき決定した利用者

負担額（保育料等）及び本申請書記載事項について、特定教育・保育施設等に対して提示することに

同意します。 

３．利用開始が翌年度となる場合の申請については、審査等事務の集中により、認定の時期が申請の日

の属する年度の末日までとなることに同意します。 

保護者(申請者)氏名             印  

 

＊市記載欄 

受付年月日 年  月  日 

認定の可否 認定者番号 認定区分等 

可(  年  月  日認定)・否 

(否とする理由：              ) 
 

□１号 □２号 □３号 

（□標 □短） 

支給（利用）の可否 支給（利用）期間 

可・否（否とする理由：              ） 

〔□施設型 □地域型 □特例施設型 □特例地域型〕 

自    年  月  日 

至    年  月  日 

利用施設（事業者）名 

□認定こども園（□連 □幼（□幼 □保） □保（□保 □幼） □地（□幼 □保）） 

□幼稚園 □保育所 □地域型（□小 □家 □居 □事） 

備  考  

＊受付機関等記載欄 

個人番号の記載 □有 □無(□記載拒否 □その他(                    )) 

個人番号確認書類 
□有(□個人番号カード □通知カード □住民票等） 

□無(□提示拒否 □その他(                      )) 
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身元確認書類 
□有(□顔写真付き身分証明書 □その他書類２つ) 

□無（□提示拒否 □本人であることが明らかである場合 □その他(    )) 

備  考  

（裏面） 
 

様式第２号（第６条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 

支給認定証交付申請書 

次のとおり、支給認定証の交付を申請します。 

住所 
〒 

大和高田市 

申請者 
（保護者） 

氏名 生年月日 連絡先 
子どもと

の続柄 

ふりがな 

         印   年  月  日 
自宅   －  －    

携帯   －  －    
 

 

教育・保育
を利用する
子ども 

氏名 生年月日 性別 利用施設･事業 備考 

ふりがな

   年  月  日 男・女   

ふりがな

   年  月  日 男・女   

ふりがな

   年  月  日 男・女   

支給認定内容が変更となった場合、支給認定通知書の交付となります。支給認定内容が変更となっ

た場合に支給認定証を希望する方は、再度支給認定証交付申請書を提出する必要があります。 

 

様式第３号（第７条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

教育・保育給付認定通知書 

申請のありました教育・保育給付認定の内容について、次のとおり決定したので通知します。支給

認定証を希望する方は、別途申請書を提出してください。 

認 定 区 分  
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保 育 の 事 由 

及 び 必 要 量 

 

認 定 番 号  

有 効 期 間  

児

童 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

 

生 年 月 日  性 別  

保

護

者 

氏 名  

居 住 地  

生 年 月 日  

変 更 事 項  

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第４号（第７条関係） 

支給認定証 

認 定 区 分  

保 育 の 事 由 
及 び 必 要 量 

 

支 給 認 定 証 番 号  

有 効 期 間  

児

童 

フ リ ガ ナ 
氏 名 

 

生 年 月 日  性 別  
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保

護

者 

氏 名  

居 住 地  

生 年 月 日  

変 更 事 項  

 

      年  月  日 

大和高田市長      印   

  

 

様式第５号（第７条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

教育・保育給付認定申請却下通知書 

施設型給付費・地域型保育給付費等に係る教育・保育給付認定の申請については、次の理由で却下

しますので通知します。 

児童の氏名 

及び生年月日 
 

却下理由  

 

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月
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以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第６号（第８条関係） 

大和高田市達第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

保育料決定通知書 

保育料について、以下のとおり決定しましたので通知します。 

児童の氏名 

及び生年月日 
 

所得階層  所得調定額  

 

決定額 
 

 

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 

      

１０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 

      

※本年度市町村民税課税決定後に再算定を行うため、８月分までと９月分以降で保育料決定額が異な

る場合があります。 
 

下記に記載のある方は、口座振替納付です。 

金融機関  

口座種別  口座番号  

口座名義人  

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

51 

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第７号（第８条関係） 

大和高田市達第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

副食費徴収免除のお知らせ 

副食費については、免除となりましたのでお知らせします。 

児 童 の 氏 名 

及び生年月日 
 

施 設 の 名 称 

及 び 所 在 地 
 

免 除 期 間  

免 除 理 由  
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様式第８号（第１０条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 
 

施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認定に係る現況届 
兼継続利用確認書 

 

届出者 
（保護者） 

氏名 住所・連絡先 
ふりがな 

 
印
 
大和高田市 
自宅    －    －    ／ 
携帯    －    －     （続柄：   ） 

届出に係る小学校 
就学前子ども 

氏名 生年月日 性別 利用施設・事業者名 備考 
ふりがな 

 

 
年  月  日 男･女 

保育所(園) 
こども園 

 

前回申請又は 
届出からの変更点 

□住所   □保護者    □届出に係る小学校就学前子ども 
□世帯員  □保育を必要とする理由   □市町村民税課税額 

施設･事業の 
継続利用 

□  年  月以降も、現在利用している施設・事業を継続して利用する。 
□  年  月末日までに、現在利用している施設・事業の利用を中止する。 ※別
途利用中止届が必要 
□現在、利用している施設・事業はない。 

届出に当たっての署名欄 

１．届出に実態と異なる内容が認められた場合には、認定を取り消されても異議ありません。また、
届出内容につき、市が関係者・機関に事実確認等を行うことに同意します。 

２．市が施設型給付費・地域型保育給付費等の教育・保育給付認定に必要な市町村民税の情報（同一
世帯者を含む）及び世帯情報を閲覧することに同意します。また、その情報に基づき決定した利用
者負担額（保育料等）及び本届出書記載事項について、特定教育・保育施設等に対して提示するこ
とに同意します。 

子
ど
も
の
世
帯
員 

氏名
ふりがな

 
子どもと 
の続柄 

生年月日 性別 勤務先･学校名等 備考 

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

家庭の状況 

□身体障害者手帳･療育手帳･精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている世帯員が

いる。 

□(特別)児童扶養手当を受給している世帯員がいる。 □ひとり親家庭 

□生活保護世帯(  年  月  日保護開始) □いずれにも該当しない。 

保護者等が保育の利用
を必要とする理由 

子どもと 
の続柄 

必要とする理由 備考 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病・障害 □介護等 □災害復旧 □求職

活動 □就学 □その他(           ) 
 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病・障害 □介護等 □災害復旧 □求職

活動 □就学 □その他(           ) 
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保護者氏名                   印 

 

様式第９号（第１０条関係） 

大和高田市達第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

保育料変更通知書 

保育料について、次のとおり変更しましたので通知します。 

児 童 の 氏 名 
及び生年月日 

 

４月から８月まで 
変
更
前 

所 得 階 層  所 得 調 定 額  

変
更
後 

所 得 階 層  所 得 調 定 額  

変更前決定額  変更後決定額  

９月から３月まで 
変
更
前 

所 得 階 層  所 得 調 定 額  

変
更
後 

所 得 階 層  所 得 調 定 額  

変更前決定額  変更後決定額  

 

変
更
前 

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 
      

１０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 
      

変
更
後 

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 
      

１０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 
      

※本年度市町村民税課税決定後に再算定を行うため、８月分までと９月分以降で保育料決定額が異なる場
合があります。 

 
以下に記載のある方は口座振替納付です。 

金融機関  

口座種別  口座番号  

口座名義人  

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大
和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日
から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす
ることができなくなります。）。 
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この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田
市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し
の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月
以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する
ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が
あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま
す。 
 
様式第１０号（第１０条関係） 

大和高田市達第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

副食費徴収免除期間変更のお知らせ 

副食費について、徴収免除期間が変更となりましたのでお知らせします。 

児 童 の 氏 名 

及び生年月日 
 

施 設 の 名 称 

及 び 所 在 地 
 

変更前免除期間  

変更後免除期間  

免 除 期 間 

変 更 理 由 
 

 

様式第１１号（第１１条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 

教育・保育給付認定変更申請書兼変更届 

教育・保育給付認定に係る事項の変更を申請(届出)します。また、子どもの保護者及び同居する扶
養義務者の市町村民税課税状況及び世帯情報を閲覧すること並びに利用する特定教育・保育施設又は
特定地域型保育事業者に対し変更の内容を報告することに同意します。なお、申請(届出)者(保護者)
が本書を提出できない場合、次の者に個人番号の提供を委任します。 

（委任欄） 

 

 

申 請  個人番号 

 

            住所・連絡先 

■受任（提出）者氏名：        ■受任者住所： 

■受任者生年月日：  年  月  日 ■申請（届出）者との関係： 
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（届出）者 
（保護者） 氏名

 ふりがな 

 

印
 大和高田市 

自宅  －  －  ／携帯  －  －  （続柄： ） 

教育･保育 
を利用す 
る子ども 

個人番号 

 

            生年月日 性別 利用施設･事業者名 

 

備考 

氏名 
ふりがな 

 年 月 日 男･女   

※変更後の内容を記入してください。 
▼変更する項目に☑し、変更後の内容を記入してください。 

変更事由発生日        年  月  日 

□ 住所 
※変更後の内容は上記のとおり 

□ 保護者 
※変更後の内容は上記のとおり 

□ 教育･保育を利用する子ども 
※変更後の内容は上記のとおり 

□世帯の状況 
（変更後の世帯員全
員を記入。ただし、
教育・保育を利用す
る子どもを除く。） 
□個人番号 
（変更した者のみ記
入。ただし、「申請（届
出）者（保護者）」欄
に記載する者及び教
育・保育を利用する
子どもを除く。） 

氏
ふり

名
がな

 
子どもと 
の続柄 生年月日 

勤務先・学校名等（「世帯の状況」変更の場合） 
又は個人番号（「個人番号」変更の場合） 

   年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

□認定区分 
※２号又は３号認

定に変更の場合、
証明書等添付 

□教育（１号）認定 

□保育（２号又は３号）認定 （□保育標準時間  □保育短時間） 

保育標準時間とす
べき特段の理由 
※該当の場合のみ 
※証明書等添付 

□保育短時間に相当するが、就労の時間帯等が常態的に基本保育時間を超えるため 
□その他（                           ） 

□有効期間 
※証明書等添付 

  年  月  日 から 
□ 小学校就学前まで 

□   年  月  日 まで 

□利用者負担 
変更の理由（                          ） 
※公簿等により変更の原因となった事実等を確認できない場合は、証明書等添付 

□保育を必要 
とする理由 
※証明書等添付 

子どもとの続柄 保育を必要とする理由 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病・障害 □介護等 □災害復旧 □求職

活動 □就学 □その他(            ) 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病・障害 □介護等 □災害復旧 □求職
活動 □就学 □その他(            ) 

支給認定証の交付を受けている場合、支給認定証を添付してください。支給認定証を紛失・汚損した

場合は、再交付申請をしてください。 

（必要添付書類） 

変更内容 必要な添付書類 

①保護者 
・保護者が婚姻（事実婚も含む）した場合、婚姻相手の保育理

由証明書 
②世帯の状況 

③認定区分 ・１号認定から２号認定への変更の場合、保育理由証明書 
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・保育短時間認定から保育標準時間認定への変更の場合、保育

理由証明書（既に提出済みの場合は、コピーでも可。ただし、

変更は保育必要量が保育標準時間に相当すると認められる

場合に限ります。） 

④有効期間 ・保育理由証明書 

⑤利用者負担 

・公簿等により市町村民税課税状況が確認できない場合、課税

証明書 

・保育料軽減の対象となる場合、保育料軽減理由の確認書類（児

童扶養手当証書等） 

⑥保育を必要とする理由 ・保育理由証明書 

 

 

 

 

＊受付機関等記載欄 

個人番号の記載 □有 □無（□記載拒否 □その他（           ）） 

個人番号確認書類 
□有（□個人番号カード □通知カード □住民票等） 
□無（□提示拒否 □その他（               ）） 

身元確認書類 
□有（□顔写真付き身分証明書 □その他書類２つ） 
□無（□提示拒否 □本人であることが明らかである場合 

□その他（                     ）） 

備  考  

 

様式第１２号（第１４条関係） 

大和高田市達第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

教育・保育給付認定取消通知書 

子ども・子育て支援法第２４条第１項の規定により、次のとおり施設型給付費・地域型保育給付費

等の教育・保育給付認定を取り消しましたので通知します。また、支給認定証の交付を受けている場

合、既に返還済みの場合を除き次の期限までに支給認定証を返還してください。 

児 童 の 氏 名 
及び生年月日 

 

取 消 年 月 日  
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取 消 理 由  

支給認定証の 
返 還 先 

 

支給認定証の 
返 還 期 限 

 

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第１３号（第１６条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 

支給認定証再交付申請書 

次のとおり、支給認定証の再交付を申請します。なお、再交付を受けた後紛失した支給認定証を発

見したときは、速やかに発見した支給認定証を市に返還します。 

申請者（保護者）が申請書を提出できない場合、次の者に個人番号の提供を委任します。 

（委任欄） 

 

 

申請者 
(保護者) 

個人番号 
            

生年月日 連絡先 
子どもと 
の続柄

 

氏名 

ふりがな 

 

印
 年  月  日 

自宅  －  － 
携帯  －  － 

 
 

住 所 
〒 

大和高田市 

再交付を
必要とす
る子ども 

個人番号 
            

生年月日
 

性別 利用施設･事業者名 備考 
氏名 

ふりがな

 年 月 日 男･女   

■受任（提出）者氏名：        ■受任者住所： 

■受任者生年月日：  年  月  日 ■申請者との関係： 
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個人番号
             

生年月日
 

性別
 

利用施設･事業者名
 

備考 
氏名 

ふりがな

 年 月 日 男･女   

個人番号
             

生年月日
 

性別
 

利用施設･事業者名
 

備考 
氏名 

ふりがな

 年 月 日 男･女   

再交付の
理 由 

□汚損したため（交付済みの支給認定証を添付してください。） 

□紛失したため 

□その他（                           ） 

※有効期間外の支給認定証の再交付はできません。 

 

＊受付機関等記載欄 

個人番号の記載 □有 □無（□記載拒否 □その他（             ）） 

個 人 番 号 
確 認 書 類 

□有（□個人番号カード □通知カード □住民票等） 
□無（□提示拒否 □その他（                ）） 

身元確認書類 
□有（□顔写真付き身分証明書 □その他書類２つ） 
□無（□提示拒否 □本人であることが明らかである場合 

□その他（                     ）） 

備 考  

 

様式第１４号（第１７条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

施設等利用給付認定申請書（法第３０条の４第１号） 

【申請に当たって同意していただく事項】 

１．子ども・子育て支援法第３０条の３において準用する同法第１６条の規定に基づき、施設等利用給付認定の

審査に当たって、官公署に対し必要な文書の閲覧又は資料の提供を求めることがあります。 

２．申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められ

る場合に、施設・事業者に提供することがあります。 

３．子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定に基づき、施設等利用費は、認定を受けた保護者に代わり、特

定子ども・子育て支援提供者に支給される場合があります。 

４．新年度４月利用開始の場合は、認定事務が集中し審査等に日時を要するため、申請日に関わらず、子ども・

子育て支援法第３０条の５第５項の規定に基づき、最長で利用開始の前日まで審査結果のお知らせを延期する

場合があります。 

５．申請内容が事実と相違した場合は、施設等利用給付認定を取り消すことがあります。 

６．認定希望日現在で、子ども・子育て支援法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事

業）の利用がある場合は、本認定の申請はできません。 

以上のことに同意し、幼稚園（子どものための教育・保育給付の対象ではない私立幼稚園や国立大学 

附属幼稚園）、特別支援学校幼稚部の施設等利用給付認定を希望（幼稚園や特別支援学校の預かり保育事 

業(※1)の施設等利用給付認定は希望しない。）するので、子ども・子育て支援法第 30条の５第１項の規 

定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係る認定を申請します。 

※１．預かり保育事業とは、当該幼稚園等が実施する預かり保育事業が、①平日、教育時間を含み提供時間数が８時間

未満又は②年間開所日数 200日未満のいずれかの要件に該当する場合に利用可能な認可外保育施設を含みます。 
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   認定希望日（施設利用開始日） 年 月 日 

保護者 

ﾌﾘｶﾞﾅ  申請 
子どもとの

続柄 
 

居住地  

氏名 印 
現住所が市外の場合市

内転入後の住所 
〒 

日中の連絡先(電話番号)＊確実に連絡の取れる順に記入して下さい。 生年月日 年 月 日 

① 父携帯･母携帯 

父勤務先･母勤務先 
自宅･その他（  ） 

② 父携帯・母携帯 

父勤務先・母勤務先 
自宅・その他（  ） 

 

申請 
子ども 

ﾌﾘｶﾞﾅ  現住所 
申請者と異なる 

場合のみ記載 

〒 

氏名  
生年月日 年  月  日 

 

利用(予定を含む。)する幼稚園(子どものための教育・保育給付の対象ではない私立幼稚園や国立大学附

属幼稚園)、特別支援学校幼稚部を記入して下さい。 

ﾌﾘｶﾞﾅ  
所在地 

〒      ℡ 

施設名  
利用開始予定日 年  月  日 

 

様式第１５号（第１７条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

施設等利用給付認定申請書（法第３０条の４第２号・第３号） 

【申請に当たって同意していただく事項】 

１．子ども・子育て支援法第３０条の３において準用する同法第１６条の規定により、施設等利用給付認定の審

査及び申請者や同居親族の市町村民税課税状況の確認に当たって、官公署に対し必要な文書の閲覧又は資料の

提供を求めることがあります。 

２．申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められ

る場合に、施設・事業者に提供することがあります。 

３．子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定により、施設等利用費は、認定を受けた保護者に代わり、特定

子ども・子育て支援提供者に支給される場合があります。 

４．新年度４月利用開始の場合は、認定事務が集中し審査等に日時を要するため、申請日に関わらず、子ども・

子育て支援法第３０条の５第５項の規定により、最長で利用開始の前日まで審査結果のお知らせを延期する場

合があります。 

５．申請内容が事実と相違した場合は、施設等利用給付認定を取り消すことがあります。 

６．認定希望日現在で、子ども・子育て支援法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事

業）の利用がある場合は、本認定の申請はできません。 

以上のことに同意し、保護者の就労、疾病その他の理由により、幼稚園・認定こども園・特別支援学校の預かり保育

事業（※１）、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業の施設等利用給付認定を希

望するので、子ども・子育て支援法第 30 条の５第１項の規定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係る認定を申請

します。 

※１．預かり保育事業とは、当該幼稚園等が実施する預かり保育事業が、①平日、教育時間を含み提供時間数が８時間

未満又は②年間開所日数 200日未満のいずれかの要件に該当する場合に利用可能な認可外保育施設を含みます。 

   
認定希望日 

(施設利用開始日) 
年 月 日 

保護
者 

ﾌﾘｶﾞﾅ  
申請子ども
との続柄 

 
居住地  

氏名 印 
現住所が市外の場合 

市内転入後の住所 
〒 
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日中の連絡先(電話番号)*確実に連絡の取れる順に記入して下さい｡ 生年月日 年 月 日 

① 父携帯･母携帯 

父勤務先･母勤務先 

自宅･その他(  ) 

② 父携帯･母携帯 

父勤務先･母勤務先 

自宅･その他(  ) 

個人番号(ﾏ

ｲﾅﾝﾊﾞｰ) 
 

申請 
子ど
も 

ﾌﾘｶﾞﾅ  現住所 
申請者と異なる 

場合のみ記載 

〒 個人番号(マイナンバー) 

氏名   
生年月日 年  月  日 

認定 

種別 

□申請子どもは、認定希望日時点で満３歳に達する以後の最初の３月 31日を経過している(第２号) 

 

□申請子どもは、認定希望日時点で満３歳に達する日以後の最初の３月 31日までの間にある(第３号) 

左記で第３号に該当し、市町村民税非課税世帯に該当

する場合は、下の□にレ点を付けて下さい。 

□市町村民税非課税世帯に該当 

保育を

必要と

する理

由 

該当する□にレ点を付けて下さい。 

（子から見た続柄） 
父･母･その他（  ） 

□ 就労 □ 
妊娠 

出産 
□ 

疾病 

障害等 
□ 

介護 

看護 
□ 

災害 

復旧 
□ 

求職 

活動等 
□ 就学 □ 

そ の 他

(   ) 

（子から見た続柄） 
父･母･その他（  ） 

□ 就労 □ 
妊娠 

出産 
□ 

疾病 

障害等 
□ 

介護 

看護 
□ 

災害 

復旧 
□ 

求職 

活動等 
□ 就学 □ 

そ の 他

(   ) 

 

上記「認定種別」が（第３号）に該当する場合に記入して下さい。 
認定希望日の 
当年１月１日現在の住所※２ 

（続柄） 
（  ） □ 現住所と同じ 

（続柄） 
（  ） □ 現住所と同じ 

認定希望日の 
前年１月１日現在の住所※３ 

（続柄） 
（  ） □ 現住所と同じ 

（続柄） 
（  ） □ 現住所と同じ 

※２．３． 現住所と異なる場合は、記入した住所地の市町村で発行される当年（前年）１月１日を賦 

課年度とする市町村民税課税額がわかる証明書（課税証明書など）を添付して下さい。 

同居者を全員記入して下さい。※個人番号欄は、上記「認定種別」が（第３号）に該当する場合に

のみ記入して下さい。 

申
請
子
ど
も
の
保
護
者
及
び
同
居
者 

 
フリガナ 

氏名 
申請子ども 

との続柄 
生年月日 

就労・通学・通園先 
又は単身赴任先 

１ 
 

 
個人番号  

 
 年   月   日 

２ 
 

 
個人番号  

 
 年   月   日 

３ 
 

 
個人番号  

 
 年   月   日 

４ 
 

 
個人番号  

 
 年   月   日 

５ 
 

 
個人番号  

 
 年   月   日 

＜必ず裏面も記入して下さい＞ 

幼稚園･認定こども園･特別支援学校幼稚部を利用する(予定を含む。)方は、記入して下さい。 

フリガナ  
所在地 

〒         ℡ 

施設名  
利用開始予定日 年  月  日 

 
認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業を利用する(予定含む)

方は記入して下さい。 
フリガナ 利用するサービス 所在地 利用開始予定日 



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

61 

施設名 の種類 
 認可外・一時預かり 

病児保育・子育て援助活動 

〒 
年  月  日 

 ℡：       
 認可外・一時預かり 

病児保育・子育て援助活動 

〒 
年  月  日 

 ℡：       
 認可外・一時預かり 

病児保育・子育て援助活動 

〒 
年  月  日 

 ℡：       
 
添付書類 （以下の中から該当する書類を添付して下さい） 

１ 

居宅外で就労されている方（予定を含む） 保育理由証明書Ａ（就労及び内定証明書） 

自営（自宅外自営、親族経営等の自営を含む）

の場合 
保育理由証明書Ｂ（自営業申立書） 

内職の場合（予定を含む） 保育理由証明書Ｃ（内職従事【予定】証明書） 

２ 出産前後の方 保育理由証明書Ｄ（傷病・心身障害・出産証明書） 

３ 保護者が病気の方 保育理由証明書Ｄ（傷病・心身障害・出産証明書） 

４ 保護者が障害をお持ちの方 

保育理由証明書Ｄ（傷病・心身障害・出産証明書） 

障害による手帳等の交付を受けている方…身体障害者手帳、

療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の写し 

５ 保護者が学校に在学中の方 保育理由証明書Ｅ（就学証明書） 

６ 保護者が介護している方 

保育理由証明書Ｆ（看護【介護】証明書） 

障害による手帳等の交付を受けている方…身体障害者手帳、

療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の写し 

要介護認定を受けている方…介護保険証の写し 

７ 保護者が求職中の方 就労予定申立書Ｇ 

８ 認可外保育施設の利用を希望される方 保育所等利用申し込み等の不実施に係る理由書 

 

様式第１６号（第１７条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

保護者氏名          印   

保育所等利用申込み等の不実施に係る理由書 

私は、子ども・子育て支援法第３０条の５第１項の規定により施設等利用給付認定の申請を行いま

した。この際、同法第２０条第４項に規定する教育・保育給付認定の申請及び保育所等の利用申込み

を行わなかった主な理由は、次のとおりです。 

 

□ 既に利用している認可外保育施設を継続して利用するため 

（認可外保育施設名：               ） 

 

□ 利用可能な保育所等では、就労等により保育所等の利用を希望する時間帯の保育が行われていな

いため 

（希望する保育時間：    時   分 ～    時   分 ） 

 

□ 利用可能な保育所等は、自宅や職場から遠いなど地理的に希望に合っていないため 
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□ その他（自由記述） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※教育・保育給付認定の申請及び保育所等の利用申込みを行っていない、主な理由の一つ 

にチェックすること。 

 

様式第１７号（第１８条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

施設等利用給付認定通知書 

申請のありました施設等利用給付認定の内容について、次のとおり決定したので通知します。 

認 定 区 分  

保 育 の 事 由  

支 給 認 定 日  

支 給 認 定 証 番 号  

有 効 期 間  

児

童 
フ リ ガ ナ 
氏 名 

 

生 年 月 日  性 別  

保

護

者 

氏 名  

居 住 地  

生 年 月 日  

変 更 事 項  

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し
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の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第１８号（第１８条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

施設等利用給付認定申請却下通知書 

施設型給付費・地域型保育給付費等に係る支給認定の申請については、次の理由で却下しますので

通知します。 

児童の氏名 

及び生年月日 

 

却下理由 

 

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま
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す。 

 

様式第１９号（第２０条関係） 

  年  月  日 
大和高田市長  宛 

施設等利用給付認定に係る現況届 

届出者 
（保護者） 

氏名 住所・連絡先 
ふりがな 

 
印
 
大和高田市 
自宅    －    －    ／ 
携帯    －    －     （続柄：   ） 

届出に係る小学校 
就学前子ども 

氏名 生年月日 性別 
ふりがな 

 年  月  日 男･女 

前回申請又は 
届出からの変更点 

□住所   □保護者    □届出に係る小学校就学前子ども 
□世帯員  □保育を必要とする理由    

届出に当たっての署名欄 

１．子ども・子育て支援法第３０条の３において準用する同法第１６条の規定に基づき、施設等利用給
付認定の審査及び申請者や同居親族の市町村民税課税状況の確認に当たって、官公署に対し必要な文
書の閲覧又は資料の提供を求めることに同意します。 

２．現況届等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と
認められる場合に、施設・事業者に提供することに同意します。 

保護者氏名                   印  

添付書類 （以下の中から該当する書類を添付して下さい） 

1 

居宅外で就労されている方（予定を含む） 保育理由証明書Ａ（就労及び内定証明書） 

自営(自宅外自営、親族経営等の自営を含む)

の場合 
保育理由証明書Ｂ（自営業申立書） 

内職の場合（予定を含む） 保育理由証明書Ｃ（内職従事【予定】証明書） 

2 出産前後の方 保育理由証明書Ｄ（傷病・心身障害・出産証明書） 

3 保護者が病気の方 保育理由証明書Ｄ（傷病・心身障害・出産証明書） 

4 保護者が障害をお持ちの方 
保育理由証明書Ｄ（傷病・心身障害・出産証明書） 

障害による手帳等の交付を受けている方…身体障害者手帳、

子
ど
も
の
世
帯
員
保
護
者
及
び
同
居
人 

氏名
ふりがな

 
子どもと 
の続柄 

生年月日 性別 勤務先･学校名等 備考 

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

  年  月  日 男･女   

保護者等が保育の利用
を必要とする理由 

子どもと 
の続柄 

必要とする理由 備考 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病・障害 □介護等 □災害復旧 □求職

活動 □就学 □その他(           ) 
 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病・障害 □介護等 □災害復旧 □求職

活動 □就学 □その他(           ) 
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療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の写し 

5 保護者が学校に在学中の方 保育理由証明書Ｅ（就学証明書） 

6 保護者が介護している方 

保育理由証明書Ｆ（看護【介護】証明書） 

障害による手帳等の交付を受けている方…身体障害者手帳、

療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の写し 

要介護認定を受けている方…介護保険証の写し 

7 保護者が求職中の方 就労予定申立書Ｇ 

 

様式第２０号（第２１条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長  宛 

施設等利用給付認定変更申請書兼変更届 

子ども・子育て支援法施行規則第２８条の１２第１項の規定により、施設等利用給付認定に係る事
項の変更を申請（届出）します。また、子どもの保護者及び同居する扶養義務者の市町村民税課税状
況及び世帯情報を閲覧することに同意します。なお、申請（届出）者（保護者）が本書を提出できな
い場合、下記の者に個人番号の提供を委任します。 

（委任欄） 

 

 

 

申 請 
（届出）者 
（保護者） 

個人番号 

 

            住所・連絡先 

氏名 
ふりがな 

 

印
 大和高田市 

自宅  －  －  ／携帯  －  －  （続柄： ） 

施設等利用 
給付を利用
する子ども 

個人番号 

 

            生年月日 性別 利用施設･事業者名 

 

備考 

氏名 
ふりがな 

 年 月 日 男･女   

※変更後の内容を記入してください。 
▼変更する項目に☑し、変更後の内容を記入してください。 

変更事由発生日        年  月  日 

□ 住所 
※変更後の内容は上記のとおり 

□ 保護者 
※変更後の内容は上記のとおり 

□ 施設等利用給付を利用する子ども 
※変更後の内容は上記のとおり 

□世帯の状況 
（変更後の世帯員全
員を記入。ただし、
施設等利用給付を利用す
る子どもを除く。） 
□個人番号 
（変更した者のみ記
入。ただし、「申請（届
出）者（保護者）」欄
に記載する者及び施
設等利用給付を利用する
子どもを除く。） 

氏
ふり

名
がな

 
子どもと 
の続柄 生年月日 

勤務先・学校名等（「世帯の状況」変更の場合） 
又は個人番号（「個人番号」変更の場合） 

   年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

  年 月 日  

□認定区分 
※２号又は３号認

定に変更の場合、
証明書等添付 

子ども・子育て支援法第３０条の４ 
□ 第１号 

□ 第２号 

□ 第３号 

□有効期間 
※証明書等添付 

  年  月  日 から 
□ 小学校就学前まで 

□   年  月  日 まで 

■受任（提出）者氏名：        ■受任者住所： 

■受任者生年月日：  年  月  日 ■申請（届出）者との関係： 
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□保育を必要 
とする理由 
※証明書等添付 

子どもとの続柄 保育を必要とする理由 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病･障害 □介護等 □災害復旧 □求職

活動 □就学 □その他(            ) 

 
□就労 □妊娠・出産 □疾病･障害 □介護等 □災害復旧 □求職
活動 □就学 □その他(            ) 

□ そ の 他   

 

（必要添付書類） 

変更内容 必要な添付書類 

①保護者 ・保護者が婚姻（事実婚も含む）した場合、婚姻相手の保育理由

証明書 ②世帯の状況 

③認定区分 ・１号認定から２号認定への変更の場合、保育理由証明書 

④有効期間 ・保育理由証明書 

⑤保育を必要とする理由 ・保育理由証明書 

 

 

 

＊受付機関等記載欄 

個人番号の記載 □有 □無（□記載拒否 □その他（           ）） 

個人番号確認書類 
□有（□個人番号カード □通知カード □住民票等） 
□無（□提示拒否 □その他（               ）） 

身元確認書類 
□有（□顔写真付き身分証明書 □その他書類２つ） 
□無（□提示拒否 □本人であることが明らかである場合 

□その他（                     ）） 

備  考  

 

 

様式第２１号（第２４条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

       様 

大和高田市長      印   

施設等利用給付認定取消通知書 

子ども・子育て支援法第３０条の９の規定により、施設等利用給付認定を取り消しましたので次の

とおり通知します。 

児 童 の 氏 名 
及び生年月日 
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取 消 年 月 日  

取 消 理 由  

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第２２号（第２６条関係） 

年   月   日 

大和高田市長  宛 

企業主導型保育事業利用報告書 

私は、子ども・子育て支援法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）

を利用していることについて、居住地である大和高田市に報告します。 

※保護者の方へ…本報告書は、以下に該当した場合に、速やかに当施設に提出して下さい。 

  ① 当施設の利用を開始したとき。 

  ② 当施設の利用中、他の市町村に居住地が変わったとき。 

保
護
者 

フリガナ  
居住地 

〒 連絡先 

氏 名 
印  

自 宅 
携 帯 
連絡先 生年月日 年  月  日 ※自署の場合は印は不要です。 

子
ど
も 

フリガナ  居住地 
保護者と異なる 
場合のみ記載 

〒 
上記保護者 

との続柄 
 

氏 名  
生年月日 年  月  日 

利用している子ども・子育て支援法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育
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事業） 

フリガナ  
所在地 

〒   －     ℡    (   ) 

施設名  
利用開始日 年  月  日 

 

（備考） 

本報告書は、企業主導型保育事業を利用している全ての子どもにおいて作成し、市町村へ提出

する。 

ただし、「一時預かり児童」「病児保育事業」のみを利用している子どもについては、提出は

不要。 

 

 

様式第２３号（第２６条関係） 

年   月   日 

大和高田市長  宛 

企業主導型保育事業利用終了報告書 

私は、子ども・子育て支援法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）

の利用を終了するので、居住地である大和高田市に報告します。 

※保護者の方へ…本報告書は、速やかに当施設に提出してください。 

保
護
者 

フリガナ  
居住地 

〒 連絡先 

氏 名 
印  

自 宅 
携 帯 
連絡先 生年月日 年  月  日 ※自署の場合は印は不要です。 

子
ど
も 

フリガナ  居住地 
保護者と異なる 
場合のみ記載 

〒 
上記保護者 

との続柄 
 

氏 名  
生年月日 年  月  日 

利用を終了する子ども・子育て支援法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保

育事業） 

フリガナ  
所在地 

〒   －     ℡    (   ) 

施設名  
利用開始日 年  月  日 

 

（備考） 

本報告書は、企業主導型保育事業を利用している全ての子どもにおいて作成し、市町村へ提

出する。 

ただし、「一時預かり児童」「病児保育事業」のみを利用している子どもについては、提出

は不要。 

 

様式第２４号（第２７条関係） 

請求日   年  月  日 

大和高田市長  宛 

認可外保育施設等に係る施設等利用費請求書（償還払い用） 
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認可外保育施設･一時預かり事業･病児保育･子育て援助活動支援事業の施設等利用費 

【    年  月～   年  月分請求用】 
私は、子ども･子育て支援法第３０条の１１第１項の規定により、施設等利用費の給付について次

の通り請求しますので、指定する償還払いの振込先口座に振り込んで下さい。なお、施設等利用費の
審査に当たり、次の事項に同意します。 
１．申請者と認定子どもが、大和高田市内に居住していることを大和高田市が住民基本台帳で確認す

ること。 
２．実際に利用していることを大和高田市が対象施設に確認すること。 
３．利用料の支払い状況を大和高田市が対象施設に確認すること。 
４．課税状況を大和高田市が確認すること。 
 
１．施設等利用給付認定保護者（請求者） 

ﾌﾘｶﾞﾅ  
認定子ど
もとの続

柄 
 

現
住
所 

生年月日 年  月  日 

氏 名 印 
〒 
 
電話： 

 
２．認定子ども（認定子どもごとに申請して下さい。） 

法第３０条の４の認定種別 □第２号□第３号 認定番号  

生年月日 年  月  日 フリガナ  

年 月 日～  年 月 日の間の住所 
氏名  

□現住所のとおり □転入した □転出した 

上記で転入又は転出に該当した場合は転入・転出日を記入 年  月  日 

 
３．償還払いの振込先を記入して下さい。（※１） 

金融機関 
(ゆうちょ銀行以外) 

 
銀行･信用金庫 

農協・信用組合 
 

支店 

出張所 

預金
種目 

□ 普通  □ 当座 

口座
番号 

       

ゆうちょ銀行 通帳記号 １    ０ 
※２ 通帳

番号 
        

口座名義 
（カタカナ） 

  

※１ １．施設等利用給付認定保護者（請求者）の名義を指定してください。 
※２ ６桁目がある場合は※２の欄に記入してください。 
 
４．利用した認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業を記入（複数記
入可） 

① 

フリガナ  
所在地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

契約している利用料※３ □月額    円  □日額    円  □時間額    円 

② 

フリガナ  

所在地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

契約している利用料※３ □月額    円  □日額    円  □時間額    円 

＜裏面も記入して下さい＞ 
 

③ 
フリガナ  所在

地 
〒 

施設・  電話： 
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事業名 

契約している利用料※３ □月額    円  □日額    円  □時間額    円 

④ 

フリガナ  
所在
地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

契約している利用料※３ □月額    円  □日額    円  □時間額    円 

⑤ 

フリガナ  
所在
地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

契約している利用料※３ □月額    円  □日額    円  □時間額    円 

⑥ 

フリガナ  
所在
地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

契約している利用料※３ □月額    円  □日額    円  □時間額    円 

※①～⑥に書き切れない数の施設・事業を利用した場合は、余白等に記載して下さい。 
※３ 該当箇所にレを記入し金額を記入して下さい。利用料の設定が月単位を超える（四半期、前期・

後期等）場合は、当該利用料を当該期間の月数で除して、当該利用料の月額相当分を算定し、月
額欄の□にレを記入し、算定した月額相当分を記入して下さい。 

 
５．認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業の施設等利用費の償還払

い請求の内訳を記入 

利用年月日 

認可外保育
施設に支払
った月額利
用料 
（保育料） 
(a)※4※5 

一時預かり事業･病
児保育･子育て援助
活動支援事業に支払
った月額合計利用料 

（ｂ）※４ 

支払額合計

(ｃ=ａ+ｂ) 

月額上限額

（ｄ）※６ 

請求額(ｃと

ｄを比較して

小さい方) 

年 月 円 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 円 

年 月 円 円 円 円 円 

※４ 上記で記入した利用料の合計額を支払ったことを証明する書類（施設からの領収証等）と特定
子ども・子育て支援提供証明書をすべて添付して下さい。 
また、子育て援助活動支援事業を利用した場合は、援助を行う会員が発行した活動報告書も添付
して下さい。 

※５ 利用料の設定が月単位を超える（四半期、前期・後期など）場合は、当該利用料を当該期間の
月数で除して、利用料の月額相当分を算定して下さい。（１０円未満の端数がある場合は切り捨
て） 

※６ 月額上限額は、施設等利用給付第２号認定の場合は月額３７，０００円、第３号認定の場合は
４２，０００円です。月途中で認定期間が終了する又は開始される場合か、市町村間の転出入の
場合、月額限度額は次の通りとなります。 
・月途中で認定期間が終了する場合又は別の市町村へ転出する場合の限度額：３７，０００（４
２，０００）円×転出日までの日数÷その月の日数 

・月途中で認定期間が開始される場合又は別の市町村から転入した場合の限度額：３７，０００
（４２，０００）円× 転入先での認定日からの日数÷その月の日数 
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様式第２５号（第２７条関係） 

請求日   年  月  日 

大和高田市長  宛 

預かり保育事業等に係る施設等利用費請求書（償還払い用） 

幼稚園・認定こども園・特別支援学校幼稚部の預かり保育事業等の施設等利用費 

【    年  月～   年  月分請求用】 
私は、子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定により、施設等利用費の給付について次

の通り請求しますので、指定する償還払いの振込先口座に振り込んで下さい。 
なお、施設等利用費の審査に当たり、次の事項に同意します。 

１．申請者と認定子どもが、大和高田市内に居住していることを大和高田市が住民基本台帳で確認す
ること。 

２．実際に利用していることを大和高田市が対象施設に確認すること。 
３．利用料の支払い状況を大和高田市が対象施設に確認すること。 
４．課税状況を大和高田市が確認すること。 
 
１．施設等利用給付認定保護者（請求者） 

ﾌﾘｶﾞﾅ  
認定子ど
もとの続

柄 
 

現
住
所 

生年月日 年  月  日 

氏 名 印 

〒 
 
 
電話： 

 
２．認定子ども（認定子どもごとに申請して下さい。） 

法第３０条の４の認定種別 □第２号□第３号 認定番号  

生年月日 年  月  日 フリガナ  

上部に記載した請求期間中の住所について 
氏名  

□現住所のとおり □転入した □転出した 

上記で転入又は転出に該当した場合は転入・転出日を記入 年  月  日 

 
３．在籍する幼稚園・認定こども園・特別支援学校について記入 

ﾌﾘｶﾞﾅ  所在地 〒 

施設名称  
（市外の施
設の場合の
み記入） 電話： 

上部に記載した請求期間中の在籍状況 □期間中在籍□途中入園した□途中退園した 

上記で、途中入園又は途中退園に該当した場合はその年月日を記入 年  月  日 

 
４．償還払いの振込先を記入して下さい（※１） 

金融機関 
（ゆうちょ銀行以外） 

 
銀行･信用金庫 
農協･信用組合 

 
支店 
出張所 

預金
種目 

□ 普通  □ 当座 

口座
番号 

       

ゆうちょ銀行 通帳記号 １    ０ 
※２ 通帳

番号 
        

口座名義 
（カタカナ） 

  

※１ １．施設等利用給付認定保護者（請求者）の名義を指定してください。 
※２ ６桁目がある場合は※２の欄に記入してください。 

＜裏面も記入して下さい＞
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５．在籍園の預かり保育事業以外に認可外保育施設等の利用費の償還払いを受けることができる場合

は記入（※３） 
  ※①～⑥に書き切れない数の施設・事業を利用した場合は、余白等に記載して下さい。 

① 
フリガナ  

所在地 
〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

② 

フリガナ  

所在地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

③ 
フリガナ  

所在地 
〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

④ 

フリガナ  

所在地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

⑤ 

フリガナ  

所在地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

⑥ 

フリガナ  

所在地 

〒 

施設・ 
事業名 

 
電話： 

※３ 「在籍園の預かり保育事業以外に認可外保育施設等の利用費の償還払いを受けることができる
場合」とは、在籍園の預かり保育事業について、教育時間を含む平日の預かり保育の提供時間数
が８時間未満又は年間（平日・長期休業中・休日の合計）開所日数２００日未満の場合のみです。 

 
６．在籍園の預かり保育事業と、認可外保育施設等の利用（※３参照）における施設等利用費の償還

払い請求の内訳を記入 

利用年月 
在籍園の預かり保育事業 認可外保育施設等

に支払った金額

(ｄ)※４※５ 

請求額※６

(｢c+d｣か月額上限額 

の低い方を記入) 
施設に支払った 
金額(ａ)※５ 

利用 
日数 

対象額(ｂ) 
(450×利用日数) 

Ａとｂの金額の 
低い方を記入(ｃ) 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

年 月 円 日 円 円 円 円 

※４ 「認可外保育施設等に支払った金額」は、預かり保育事業について、教育時間を含む平日の預
かり保育事業の提供時間数が８時間未満又は年間（平日・長期休業中・休日の合計）開所日数２
００日未満の場合のみ記入が可能です。 
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※５ 上記で記入した「施設に支払った金額」及び「認可外保育施設等に支払った金額」を証明する
領収証（口座振替の場合は通帳コピー等の確認ができる書類等）と特定子ども・子育て支援提供
証明書を添付して下さい。 

※６ 月額上限額は、法第３０条の４の認定種別が第２号の場合は１１，３００円、第３号の場合は
１６，３００円となります。「ｃ＋ｄ」がこれを超える場合は、それぞれの月額上限額を記入して
下さい。 

 
様式第２６号（第２８条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定教育・保育施設確認申請書 

特定教育・保育施設の確認を受けたいので、子ども・子育て支援法第３１条第１項の規定により次

のとおり関係書類を添えて申請します。 

①施設の概要 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 

 

電話番号  

施設種

別 

□ 幼保連携型認定こども園 
□ 幼稚園型認定こども園 
□ 保育所型認定こども園 
□ 地方裁量型認定こども園 
□ 幼稚園 
□ 保育所 

ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail 
アドレス 

 

利用定員 

３号認定 
２号認定 １号認定 合計 

０歳児 １・２歳児 

名  名  名  名  名  

認可定員 １号認定 名  ２号認定 名  ３号認定 名  

事業開始（予定） 
年月日 

年  月  日 

過去３年間に 
おける利用人数 
※各年度初日現在 

年度  名、    年度  名、    年度  名 

管
理
者 

フリガナ  
生年月日   年  月  日 

氏名  

住所  

資格等 □保育士資格 □幼稚園免許 □看護師免許 □その他（     ） 

就任年月日 
   年  月  日 

   年  月  日 （認定こども園の幼稚園（機能部分）の管理者の就任年月日） 
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   年  月  日 （認定こども園の保育所（機能部分）の管理者の就任年月日） 

備考  

 

②設置者の概要 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の
所在地・連絡先 

〒 

 

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail 

アドレス 
 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  

生年月日   年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

 

役
員
（
代
表
者
を
除
く
。
役
員
を
置
か
な
い
場
合
、
不
要
） 

① 

フリガナ  

生年月日   年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

 

② 

フリガナ  

生年月日   年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

 

③ 

フリガナ  

生年月日   年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

 

④ 

フリガナ  

生年月日   年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

 

⑤ 

フリガナ  

生年月日   年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

 

⑥ 

フリガナ  

生年月日   年  月  日 職名  
氏名  
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住所 
〒 

 

③施設の運営状況 ※必要に応じ、資料等を添付 

開園・開所曜日 １号 □日  □月  □火  □水  □木  □金  □土 

 ２号・３号 □日  □月  □火  □水  □木  □金  □土 

開園・開所時間 

（最長１１時間） 

１号 

平日  

 

土曜日  

日曜日  

２
号
・
３
号 

平日  

土曜日  

日曜日  

休 園 ･休 所 日 １号 
□夏季（ 月 日～ 月 日） □冬季（ 月 日～ 月 
日） 
□ 曜日 □祝日 □その他（         ） 

 ２号・３号 
□ 曜日 □祝日 □年末年始（ 月 日～ 月 日） □
その他（               ） 

給食（弁当）の 

実 施 状 況 

１号 

実施 □給食のみ実施 □弁当のみ実施 □給食・弁当併用 
□その他（                  ） 

 

提供方法 □自園調理 □外部搬入 □弁当持参 

提供日 □日 □月 □火 □水 □木 □金 □土 □その他（   ） 

提供内容 □完全給食 □副食給食 □軽食のみ □その他（    ） 

アレルギー対応 □なし   □あり 

２
号
・
３
号 

提供方法 □自園調理 □外部搬入 □提供しない 

提供内容 □完全給食 □副食給食 □軽食のみ □その他（    ） 

アレルギー対応 □なし   □あり 

事 業 実 施 状 況 
特別支援教育・ 

障害児保育体制 

□なし 

□あり（実際の障害児受入れの有無：□あり □なし） 

 

延長保育 

□なし 

□あり(開所(園)前 時 分から／閉所(園)後 時 分ま

で) 

一時 
預かり 

通常 
（平日） □なし   □あり（ 時 分～ 時 分） 

休業日等 □なし   □あり（ 曜日 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 □なし   □あり（類型：         ） 

その他実施事業  

実 費 徴 収 の 

内 容 ･金 額 等 

（日額・月額の別等） 

□給食代：金額等（                      ） 

□制服代：金額等（                      ） 

□その他：金額等（                      ） 
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上 乗 せ 徴 収 の 

内容･理由･金額等 

（日額・月額の別等） 

 

教育･保育の理念など 

施設の運営方針 
 

教 育 ･保 育 の 

内 容 ･ 特 徴 

 

利用手続等利用者に 

対する事前説明方法 

□文書の交付（郵送又は説明会での配布等）  □メール送信 

□ホームページからダウンロード  □ＣＤ等の媒体による交付 

□その他（                       ） 

事故発生の防止及 

び発生時の対応 

□事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 

□事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備 

□事故発生防止のための定期的な研修の実施 

□その他（                       ） 

相談、苦情等の 

対応のための取組 

□相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録 

□相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 

□改善結果の市町村への報告 

□その他（                       ） 

秘 密 保 持 の 

た め の 措 置 

□秘密保持に係る規程の整備 

□秘密保持に係る研修の実施 

□その他（                       ） 

１号認定子どもを 

選考する場合の基準 

□抽選  □申込順  □理念、基本方針等に基づく選考 

□その他（                       ） 

２･３号認定子どもを 

選考する場合の基準 

□抽選  □申込順  □理念、基本方針等に基づく選考 

□その他（                       ） 
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自己評価の実施・ 

結果の公表状況 

□未実施 

□実施（結果の公表なし）     □実施（結果の公表あり） 

第三者評価の実施・ 

結果の公表状況 

□未実施 

□実施（結果の公表なし）     □実施（結果の公表あり） 

施設関係者評価の 

実施･結果の公表状況 

□未実施 

□実施（結果の公表なし）     □実施（結果の公表あり） 

公認会計士等による 

監査の実施状況 

□未実施 

□実施 

施 設 型 給 付 費 

等 の 請 求 方 法 
請求時期  支払方法 

□ 口座振込み 

□ その他（     ） 

■添付資料 

・設置者の定款、寄付行為、登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

※インターネットを利用して市長が閲覧することができる場合は不要 

・施設の認可証又は認定証等の写し 

・施設の平面図 

・施設及び設備の状況 ※市指定様式 

・施設の管理者（施設長）の経歴書 

・運営規程 

・利用者に対する事前説明に使用する文書 

・職員配置状況報告書 ※市指定様式 

・施設に係る資産の状況・収支予算書等 

・施設型給付費等の請求書様式 

・法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面 

 
様式第２７号（第２９条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 
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代表者職・氏名             印   

特定教育・保育施設確認変更申請書 

先に確認を受けた特定教育・保育施設について、子ども・子育て支援法第３２条第１項の規定によ

り利用定員を増加したいので次のとおり確認の変更を申請します。 

①施設の概要 

施
設
・
事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 

 

電話番号  

施
設
種
別 

□ 幼保連携型認定こども園 

□ 幼稚園型認定こども園 

□ 保育所型認定こども園 

□ 地方裁量型認定こども園 

□ 幼稚園 

□ 保育所 

ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail 

アドレス 
 

設
置
者 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 

所在地・連絡先 

〒 

 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  
生年 

月日 
年  月  日 職名  

氏名  

住所 
〒 

 

利
用
定
員 

区分 変更前 

 

区分 変更後 

１号 
認定 名  

３歳児 ４歳児 ５歳児 １号 
認定 名  

３歳児 ４歳児 ５歳児 

      

２号 
認定 名  

３歳児 ４歳児 ５歳児 ２号 
認定 名  

３歳児 ４歳児 ５歳児 

      

３号 
認定 名  

０歳児 １歳児 ２歳児 
３号 
認定 名  

０歳児 １歳児 ２歳児 

      

利用定員を増加しよ
うとする理由 

 

 

様式第２８号（第３０条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

        様 

大和高田市長       印   
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特定教育・保育施設確認通知書 

申請のあった特定教育・保育施設の確認について、子ども・子育て支援法の規定による運営基準を

満たした施設であることを確認しましたので次のとおり通知します。 

施 設 の 名 称  

施 設 の 所 在 地  

確 認 申 請 日  

確 認 日  

利 用 定 員 

１ 号 認 定  

２ 号 認 定  

３号認定 

１歳児 

及び２歳児 

 

０歳児 
 

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第２９号（第３０条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

        様 

大和高田市長       印   

特定教育・保育施設確認変更通知書 

申請のあった特定教育・保育施設の確認の変更について、子ども・子育て支援法の規定による運営

基準を満たした施設であることを確認しましたので次のとおり通知します。 

施 設 の 名 称  
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施 設 の 所 在 地  

確 認 変 更 申 請 日  

確 認 変 更 日  

変 更 後 の 

利 用 定 員 

１ 号 認 定  

２ 号 認 定  

３号認定 

１歳児 

及び２歳児 

 

０歳児 
 

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第３０号（第３１条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定教育・保育施設申請事項変更届 

特定教育・保育施設に係る申請事項に変更があったので、子ども・子育て支援法第３５条第１項の

規定により次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

施
設
・
事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 
 

電話番号  施設種別 □ 幼保連携型認定こども園 
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ＦＡＸ番号  
□ 幼稚園型認定こども園 
□ 保育所型認定こども園 
□ 地方裁量型認定こども園 
□ 幼稚園 
□ 保育所 

Ｅ-mail 
アドレス 

 

設
置
者 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

〒 
 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  
生年 
月日 

年  月  日 職名  
氏名  

住所 〒 
 

変更年月日 年     月     日 

変 更 内 容 

変更前 変更後 

  

変 更 理 由  

 

様式第３１号（第３２条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定教育・保育施設利用定員減少届 

特定教育・保育施設の利用定員を減少するので、子ども子育て支援法第３５条第２項の規定に

より次のとおり届け出ます。 

施
設
・
事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 
 

電話番号  施設種別 □ 幼保連携型認定こども園 
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ＦＡＸ番号  □ 幼稚園型認定こども園 
□ 保育所型認定こども園 
□ 地方裁量型認定こども園 
□ 幼稚園 
□ 保育所 

Ｅ-mail 
アドレス 

 

設
置
者 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

〒 
 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  
生年 
月日 年  月  日 職名  

氏名  

住所 〒 
 

利用定員を減少しようとする年月日 年  月  日 

利用定員を減少する理由  

現に利用している小学校 

就学前子どもに対する措置 
 

減少後の利用定員 

１号認定 ２号認定 

３号認定 

１歳児及び
２歳児 

０歳児 

    

 

様式第３２号（第３３条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定教育・保育施設確認辞退届 

特定教育・保育施設の確認を辞退したいので、子ども・子育て支援法第３６条の規定により次のと

おり届け出ます。 

施
設
・
事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 

電話番号  施設種別 □ 幼保連携型認定こども園 
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ＦＡＸ番号  □ 幼稚園型認定こども園 
□ 保育所型認定こども園 
□ 地方裁量型認定こども園 
□ 幼稚園 
□ 保育所 

Ｅ-mail 

アドレス 
 

設
置
者 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

〒 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  
生年 
月日 

年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

確認を辞退しようと

する年月日 
年  月  日 

確認を辞退しようと

する理由 
 

 

様式第３３号（第３４条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定地域型保育事業者確認申請書 

特定地域型保育事業者の確認を受けたいので、子ども・子育て支援法第４３条第１項の規定により

次のとおり関係書類を添えて申請します。 

①事業所の概要 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 

電話番号  事業の種別 □ 小規模保育事業（Ａ型） 
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ＦＡＸ番号  □ 小規模保育事業（Ｂ型） 

□ 小規模保育事業（Ｃ型） 

□ 家庭的保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

□ 事業所内保育事業 

Ｅ-mail 
アドレス 

 

利用定員 

３号認定 
合計 

０歳児 １・２歳児 

名  名  名  

認可定員 ３号認定 名  

事業開始（予定）年
月日 

年  月  日 

過去３年間に 
おける利用人数 

※各年度初日現在 
年度  名、    年度  名、    年度  名 

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地 

名称  

施設の類型 
□認定こども園(□幼保連携型・□幼稚園型・□保育所型・□地方裁量型) 

□幼稚園・□保育所・□その他(                 ) 

所在地 
〒 

連携内容 

□食事の提供に関する支援 

□屋外遊技場の利用に関する支援 

□後方支援 

□卒園後の受け皿としての支援 

□嘱託医による健康診断等に関する支援 

□合同保育に関する支援 

□行事への参加に関する支援 

管
理
者 

フリガナ  生年月日 年  月  日 

氏名    

住所 
〒
 

資格等 □保育士資格 □幼稚園免許 □看護師免許 □その他（    ） 

就任年月日 年  月  日 

備考  

 

②申請者の概要 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

〒 

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail 
アドレス 
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法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  

生年月日 年  月  日 職名  
氏 名  

住 所 
〒 

役
員
（
代
表
者
を
除
く
。
役
員
を
置
か
な
い
場
合
、
不
要
） 

① 

フリガナ  

生年月日 年  月  日 職名  
氏 名  

住 所 
〒 

② 

フリガナ 
 

生年月日 年  月  日 職名  
氏 名  

住 所 
〒 

③ 

フリガナ 
 

生年月日 年  月  日 職名  
氏 名  

住 所 
〒 

④ 

フリガナ 
 

生年月日 年  月  日 職名  
氏 名  

住 所 
〒 

⑤ 

フリガナ 
 

生年月日 年  月  日 職名  
氏 名  

住 所 
〒 

⑥ 

フリガナ 
 

生年月日 年  月  日 職名  
氏 名  

住 所 
〒 

 

③事業所の運営状況 ※必要に応じ、資料等を添付 

開園・開所曜日 ３号 □日 □月 □火 □水 □木 □金 □土 

開園・開所時間 

（最長１１時間） 

３

号 

平日  

土曜日  

日曜日  

休 園 ・ 休 所 日 ３号 
□ 曜日 □祝日 □年末年始（ 月 日～ 月 

日）□その他（              ） 

給 食 （ 弁 当 ） ３ 提供方法 □自園調理 □外部搬入 □提供しない 
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の 実 施 状 況 号 提供内容 □完全給食 □副食給食 □軽食のみ □その他
（   ） 

アレルギー対応 □なし  □あり 

事 業 実 施 状 況 

特別支援教育・ 

障害児保育体制 

□なし 
□あり（実際の障害児受入れの有無：□あり□なし） 

延長保育 
□なし 
□あり（開所（園）前 時 分から／閉所（園）後 時 
分まで） 

一時 
預かり 

通常（平日） □なし  □あり（ 時 分～ 時 分） 

休業日等 □なし  □あり（ 曜日 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 □なし  □あり（類型：         ） 

その他実施事業  

実費徴収の内容・金額

等（日額・月額の別等） 

□給食代：金額等（                    ） 

□制服代：金額等（                    ） 

□その他：金額等（                    ） 

上 乗 せ 徴 収 の 内

容・理由・金額等 

（日額・月額の別等） 

 

教育・保育の理念

など施設の運営方針 
 

教 育 ・ 保 育 の 

内 容 ・ 特 徴 
 

利用手続等利用者に

対する事前説明方法 

□文書の交付（郵送又は説明会での配布等）  □メール送信 

□ホームページからダウンロード  □ＣＤ等の媒体による交付 

□その他（                         ） 

事故発生の防止及び

発生時の対応 

□事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 

□事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備 

□事故発生防止のための定期的な研修の実施 

□その他（                         ） 

相 談 、 苦 情 等 の 

対応のための取組 

□相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録 

□相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 

□改善結果の市町村への報告 

□その他（                         ） 

秘 密 保 持 の 

た め の 措 置 

□秘密保持に係る規程の整備 

□秘密保持に係る研修の実施 

□その他（                         ） 

３号認定子どもを 

選考する場合の基準 

□抽選  □申込順  □理念、基本方針等に基づく選考 

□その他（                     ） 

自己評価の実施・ 

結果の公表状況 

□未実施 

□実施（結果の公表なし）  □実施（結果の公表あり） 
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第三者評価の実施・

結 果 の 公 表 状 況 

□未実施 

□実施（結果の公表なし）  □実施（結果の公表あり） 

施設関係者評価の 

実施・結果の公表状況 

□未実施 

□実施（結果の公表なし）  □実施（結果の公表あり） 

公認会計士等による 

監 査 の 実 施 状 況 

□未実施 

□実施 

施 設 型 給 付 費 

等 の 請 求 方 法 
請求時期  支払方法 

□ 口座振込み 

□ その他 

（      ） 

■添付資料 

・申請者の定款、寄付行為、登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

※インターネットを利用して市長が閲覧することができる場合は不要 

・事業所の認可証又は認定証等の写し 

・事業所の平面図 

・事業所及び設備の状況 ※市指定様式 

・事業所の管理者（施設長）の経歴書 

・運営規程 

・利用者に対する事前説明に使用する文書 

・職員配置状況報告書 ※市指定様式 

・事業所に係る資産の状況・収支予算書等 

・施設型給付費等の請求書様式 

・法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面 

 

様式第３４号（第３５条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定地域型保育事業者確認変更申請書 

先に確認を受けた特定地域型保育事業について、子ども・子育て支援法第４４条第１項の規定によ

り利用定員を増加したいので、次のとおり確認の変更を申請します。 

事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 

電話番号  事
業
の

種
別 

□ 小規模保育事業（Ａ型） 

□ 小規模保育事業（Ｂ型） 

□ 小規模保育事業（Ｃ型） ＦＡＸ番号  
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Ｅ-mail 
アドレス 

 

□ 家庭的保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

□ 事業所内保育事業 

申
請
者 

フリガナ
 

 

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

〒 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  
生年 
月日 年  月  日 職名  

氏名  

住所 
〒 

利
用
定
員 

区分 変更前 

 

区分 変更後 

３号 

認定 
名  

０歳児 １歳児 ２歳児 
３号 
認定 名  

０歳児 １歳児 ２歳児 

      

利用定員を増加 

しようとする理由 

 

 

 

様式第３５号（第３６条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

        様 

大和高田市長       印   

特定地域型保育事業者確認通知書 

申請のあった特定地域型保育事業者の確認について、子ども・子育て支援法の規定による運営基準

を満たした事業者であることを確認しましたので次のとおり通知します。 

事 業 所 の 名 称  

事 業 所 の 所 在 地  

確 認 申 請 日  

確 認 日  

利 用 定 員 ３号認定 
１歳児 

及び２歳児 
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０歳児 

 

（教示） 

この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第３６号（第３６条関係） 

大和高田市指令第     号 

年  月  日 

        様 

大和高田市長       印   

特定地域型保育事業者確認変更通知書 

申請のあった特定地域型保育事業者の確認について、子ども・子育て支援法の規定による運営基準

を満たした事業者であることを確認しましたので次のとおり通知します。 

事 業 所 の 名 称  

事 業 所 の 所 在 地  

確 認 変 更 申 請 日  

確 認 変 更 日  

変 更 後 の 

利 用 定 員 
３号認定 

１歳児 

及び２歳児 

 

０歳児 

 

（教示） 
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この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

 

様式第３７号（第３７条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定地域型保育事業者申請事項変更届 

先に確認を受けた特定地域型保育事業について、子ども・子育て支援法第４７条第１項の規定によ

り次のとおり関係資料を添えて届け出ます。 

事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
 

電話番号  
事
業
の
種
別 

□ 小規模保育事業(Ａ型) 

□ 小規模保育事業(Ｂ型) 

□ 小規模保育事業(Ｃ型) 

□ 家庭的保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

□ 事業所内保育事業 

ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail 
アドレス 

 

申
請
者 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

〒 
 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ
 
 

生年 
月日 年  月  日 職名  

氏名  

住所 
〒 
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変更年月日 年     月     日 

変更内容 

変更前 変更後 

  

変更理由  

 

様式第３８号（第３８条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定地域型保育事業者利用定員減少届 

特定地域型保育事業の利用定員を減少するので、子ども子育て支援法第４７条第２項の規定により

次のとおり届け出ます。 

事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 
 

電話番号  事
業
の
種
別 

□ 小規模保育事業(Ａ型) 

□ 小規模保育事業(Ｂ型) 

□ 小規模保育事業(Ｃ型) 

□ 家庭的保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

□ 事業所内保育事業 

ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail 
アドレス 

 

申
請
者 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

〒 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ  
生年 
月日 

年  月  日 職名  
氏名  

住所 
〒 

利用定員を減少しようとする年月日 年  月  日 
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利用定員を減少する理由  

現に利用している小学校 

就学前子どもに対する措置 
 

減少後の利用定員 

３号認定 

１歳児及び 
２歳児 

０歳児 

  

 

様式第３９号（第３９条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）施 設 名 

設 置 者 名 

代表者職・氏名             印   

特定地域型保育事業者確認辞退届 

特定地域型保育事業者の確認を辞退したいので、子ども・子育て支援法第４８条の規定により次の

とおり届け出ます。 

事
業
所 

フリガナ  

名称  

所在地 
〒 

電話番号  
事
業
の
種
別 

□ 小規模保育事業(Ａ型) 

□ 小規模保育事業(Ｂ型) 

□ 小規模保育事業(Ｃ型) 

□ 家庭的保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

□ 事業所内保育事業 

ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail 
アドレス 

 

申
請
者 

フリガナ  

法人等名称  

主たる事務所の 
所在地･連絡先 

〒 

法人等の種別  法人所轄庁  

代
表
者 

フリガナ
 

 
生年 
月日 年  月  日 職名  

氏名  

住所 
〒 
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確認を辞退しよう 

とする年月日 
年  月  日 

確認を辞退しよう 

とする理由 
 

 

様式第４０号（第４０条関係） 

 年  月  日 

大和高田市長  宛 

設置者・事業者 名称又は氏名           

代表者氏名        印   

特定教育・保育提供者業務管理体制整備事項届 

このことについて、次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

  設置者・事業者番号                   

１ 届出の内容 

 （１）子ども・子育て支援法第５５条第２項関係（整備） 

 （２）子ども・子育て支援法第５５条第４項関係（区分の変更） 

２ 

設
置
者
・
事
業
者 

フリガナ  

名称又は氏名  

住  所 
（主たる事務
所の所在地） 

（郵便番号   －    ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 

（ビルの名称等） 

連 絡 先 電話番号  ＦＡＸ番号  

法人等の種別  

代表者の職名・
氏名・生年月日 

職
名 

 フリガナ  生年 
月日 

年  月  日 
氏 名  

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 

（ビルの名称等） 

３ 施設等名称等

及び所在地 

施設等名称 確認年月日 施設(事業)種別 所 在 地 

計  ヵ所 

   

４ 子ども・子育て

支援法施行規則

第２号 法令遵守責任者の氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ) 生年月日 
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第４６条第１項

各号の該当区分 

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要 

５ 

区
分
変
更 

区分変更前行政機関名称、担当部(局)課  

設置者・事業者番号                   

区分変更の理由  

区分変更後行政機関名称、担当部(局)課  

区分変更日     年   月   日 

 

様式第４１号（第４０条関係） 

 年  月  日 

大和高田市長  宛 

設置者・事業者の名称又は氏名           

代表者氏名        印   

特定教育・保育提供者業務管理体制整備事項変更届 

このことについて、次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

 
設置者・事業者番号                  

変 更 が あ っ た 事 項  

１．法人の種別、名称(フリガナ)   ２．主たる事務所の所在地、電話、ＦＡＸ番号 

３．代表者氏名(フリガナ)、生年月日 ４．代表者の住所、職名 

５．施設等名称等及び所在地 

６．法令遵守責任者の氏名(フリガナ)及び生年月日 

７．業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

８．業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

変 更 の 内 容 

（変更前） 
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（変更後） 

 

 

様式第４２号（第４１条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（申請者）住   所 

氏   名 

（又は名称） 

代表者氏名           印   

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書 

子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を受けたいので、同法第５８条の２の規定

により次のとおり関係書類を添えて申請します。 

１．申請者に関する事項 

設置主体 

□法人 

 □国立大学法人 □公立大学法人 □学校法人 □社会福祉法人 

 □株式会社 □ＮＰＯ法人 □その他法人 

□法人以外 

 □個人 □任意団体 

設置者･ 
事業者名※ 

 

設置者･事業
者の主たる
事務所の所

在地 

〒 

ＴＥＬ：          ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： 

代表者 

職名  
フリガナ  

氏名  

住所  
生年 
月日 

年  月  日 

※ 設置者又は事業者が各種法人、任意団体の場合は、法人名、団体名を記入してください。 

２．施設・事業に関する事項 

施設・事業の種類 

□認定こども園 □幼稚園 □特別支援学校幼稚部 

□認可外保育施設 

□預かり保育事業（在園児を対象） 

□一時預かり事業（在園児以外を対象） 

□病児保育事業 

□子育て援助活動支援事業（ファミリー･サポート･センター事業） 

事業開始(予定) 

年月日 
年   月   日     
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（添付書類） 

１ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等 

２ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧 

３ 法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書

面（別添１） 

 

 

（別添１） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

設置者住所 

法人名称 

代表者職・氏名           印   

子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることが 

できない者に該当しない旨の誓約書 

子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない

ことを誓約いたします。 
 
子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項 
 前項の規定により第３０条の１１第１項の確認を取り消された子ども・子育て支援施設等である施
設の設置者又は事業を行う者（政令で定める者を除く。）及びこれに準ずる者として政令で定める者は、
その取消しの日又はこれに準ずる日として政令で定める日から起算して５年を経過するまでの間は、
第５８条の２の申請をすることができない。 
 
子ども・子育て支援法第５８条の１０第１項 
 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該特定子ども・子育て支援施設等
に係る第３０条の１１第１項の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しくは一部の効
力を停止することができる。 
１ 特定子ども・子育て支援提供者が、第５８条の３第２項の規定に違反したと認められるとき。 
２ 特定子ども・子育て支援提供者（認定こども園の設置者及び第７条第１０項第８号に掲げる事業
を行う者を除く。）が、前条第６項各号に掲げる子ども・子育て支援施設等の区分に応じ、当該各
号に定める認可若しくは認定を受け、又は届出を行った施設等利用費の支給に係る施設又は事業と
して適正な子ども・子育て支援施設等の運営をすることができなくなったと当該認可若しくは認定
を行い、又は届出を受けた都道府県知事（指定都市等所在届出保育施設については当該指定都市等
又は児童相談所設置市の長とし、指定都市等所在認定こども園において行われる第７条第１０項第
５号に掲げる事業については当該指定都市等の長とし、指定都市等又は児童相談所設置市の区域内
において行われる同項第６号又は第７号に掲げる事業については当該指定都市等又は児童相談所
設置市の長とする。）が認めたとき。 

３ 特定子ども・子育て支援提供者（第７条第１０項第４号に掲げる施設の設置者又は同項第５号、
第７号若しくは第８号に掲げる事業を行う者に限る。）が、それぞれ同項第４号、第５号、第７号
又は第８号の内閣府令で定める基準に従って施設等利用費の支給に係る施設又は事業として適正
な特定子ども・子育て支援施設等の運営をすることができなくなったとき。 

４ 特定子ども・子育て支援提供者が、第５８条の４第２項の内閣府令で定める特定子ども・子育て
支援施設等の運営に関する基準に従って施設等利用費の支給に係る施設又は事業として適正な特
定子ども・子育て支援施設等の運営をすることができなくなったとき。 

５ 特定子ども・子育て支援提供者が、第５８条の８第１項の規定により報告若しくは帳簿書類その
他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

６ 特定子ども・子育て支援提供者又は特定子ども・子育て支援を提供する施設若しくは事業所の職
員が、第５８条の８第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に
対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌
避したとき。ただし、当該職員がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該特
定子ども・子育て支援提供者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

７ 特定子ども・子育て支援提供者が、不正の手段により第３０条の１１第１項の確認を受けたとき。 
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８ 前各号に掲げる場合のほか、特定子ども・子育て支援提供者が、この法律その他国民の福祉若し
くは学校教育に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違
反したとき。 

９ 前各号に掲げる場合のほか、特定子ども・子育て支援提供者が、教育・保育その他の子ども・子
育て支援に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

10 特定子ども・子育て支援提供者が法人である場合において、当該法人の役員若しくはその長又は
その事業所を管理する者その他の政令で定める使用人のうちに過去５年以内に教育・保育その他の
子ども・子育て支援に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

11 特定子ども・子育て支援提供者が法人でない場合において、その管理者が過去５年以内に教育・
保育その他の子ども・子育て支援に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

 

（別紙２ 認可外保育施設） 

１．届出等に関する事項 
児童福祉法第５９条の２第１項の規定による届出を行った年月日    年 月 日 

事業開始（予定）年月日    年 月 日 

認可外保育施設指導監督基準を満たす証明書の交付の有無   □有  □無 

 認可外保育施設指導監督基準を満たす予定の年月日※    年 月 日 

※認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書が交付されていない施設のみ記入してください。 

 
２．施設に関する事項 

施設の種類 
□ 児童福祉法第６条の３第１１項の規定による業務を目的とする施設以外 
□ 児童福祉法第６条の３第１１項の規定による業務を目的とする施設 

名称  

所在地 

〒    － 

ＴＥＬ：   －   －    メールアドレス： 

管理者 
職名  

フリガナ  

氏名  

住所  生年 
月日 

    年  月  日 

 
３．運営に関する事項 
 （１）開所時間・保育提供可能時間 

 通常開所時間／通常保育提供
可能時間 

時間外開所時間／時間外保育提
供可能時間 

備考 

平日 ～ ～  

土曜日 ～ ～  

日・祝祭日 ～ ～  

※２４時間表記で記入してください。 

 （２）提供するサービス内容 
提供するサービス種別 対象年齢※ 

□月極契約   歳    ヶ月～    歳    ヶ月 

□定期利用   歳    ヶ月～    歳    ヶ月 

□一時預かり   歳    ヶ月～    歳    ヶ月 

□夜間保育   歳    ヶ月～    歳    ヶ月 

□２４時間保育   歳    ヶ月～    歳    ヶ月 

□その他（       ）   歳    ヶ月～    歳    ヶ月 

※１歳未満児の場合のみ、月齢まで記入してください。 

（３）利用料金等 
 保育料 

月極額 定期契約 一時預かり 夜間保育 ２４時間保育 

０歳児      



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

98 

１歳児      

２歳児      

３歳児      

４歳児      

５歳児      

保育料以外

の利用料 
総額 

入会金 キャンセル料 日用品費・文房具費 行事参加費 

    
※歳児により料金
が異なる場合は、料
金がわかるものを
別途添付して下さ
い。 

 
食事代 通園送迎費 （    ） （    ） 

    

（４）入所定員 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

       

（５）職員の配置 
①施設長     □常勤  □非常勤                        

常勤換算後の人数※        
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。 

 

［保育業務への従事］ □従事する（資格欄にも記入してください）  □従事しない 
 
［資格］ □保育士   □看護師  □准看護師  □その他（        ） 
 
②保育従事者   常勤        非常勤        総数         
 
 常勤換算後の人数※                               
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。 

 

［資格別の内訳］ 
職種 常勤 非常勤 合計 

保育士    

看護師    

准看護師    

家庭的保育者    

その他（    ）    

合計    

 
③その他の職員  常勤        非常勤        総数         
 
 常勤換算後の人数※                               
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。 

 

［資格別の内訳］ 
職種 常勤 非常勤 合計 

調理員    

その他（    ）    

その他（    ）    

その他（    ）    

合計    

 
④合計（①＋②＋③）常勤        非常勤        総数        
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 常勤換算後の人数※                               
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。 

 

［資格別の内訳］ 
職種 常勤 非常勤 合計 

保育士    

看護師    

准看護師    

家庭的保育者    

調理員    

その他
（    ） 

   

その他
（    ） 

   

その他
（    ） 

   

合計    

（６）職員の研修受講状況 

※ 児童福祉法第６条の３第１１項に規定する業務を目的とする施設及び１日に保育する乳幼児の数

が５人以下である施設は必ず記入のこと。 

①施設に在籍している保育従事者数                      人 

うち、研修受講の有無  居宅訪問型保育研修（基礎研修）      人 

子育て支援員研修（地域保育コース）    人 

子育て支援員研修（上記以外）       人 

家庭的保育者等研修            人 

その他（             ）   人 

 

②職員の研修等の参加状況 

  □参加（研修名等：  年   月         参加者数   名） 

     （研修名等：  年   月         参加者数   名） 

（研修名等：  年   月         参加者数   名） 

  □無 

 

（添付書類） 

１ 児童福祉法第５９条の２の規定により届け出た認可外保育施設設置届及び変更届の写 

し（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない） 

２ 料金表及び利用案内・パンフレット 

３ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し又は基準への適合（見込み） 

状況を説明する書類 

４ 職員の研修受講状況に関して、研修の修了証の写し等の研修を受講したことや参加したことが分

かる書類 

（別紙３ 預かり保育事業） 

１．事業所に関する事項 

施設の種別 □認定こども園    □幼稚園    □特別支援学校幼稚部 

事業の種別 
 □私学助成（預かり保育推進事業） 
 □地域子ども・子育て支援事業における一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ） 
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 □幼稚園における長時間預かり運営費支援事業 
 □公的支援を受けていない自主事業 

名称  

所在地 
〒   －    

ＴＥＬ：    －   －    メールアドレス： 

事業の 

管理者 

職

名 

 フリガナ  
氏名  

住

所 

 生年 
月日 

  年  月  日 

 
２．運営に関する事項 
  預かり保育事業の利用児童数及び職員配置 

 

預かり保
育利用児
童数 

職員の配
置基準 

配置職員数 
（参考）基準に
基づく配置職

員数 
（参考） 
在園児数 

 う ち
有 資
格 者
数 

 

う ち
有 資
格 者
数 

平
日
（
登
園
前
） 

３歳児（満３歳児を

含む） 

 ２０：１ － － － － 人 

４・５歳児  ３０：１ － － － － 人 

合計       人 

平
日
（
登
園
後
） 

３歳児（満３歳児を

含む） 

 ２０：１ － － － －  

４・５歳児  ３０：１ － － － － 

合計       

長
期
休
業
中 

３歳児（満３歳児を

含む） 

 ２０：１ － － － － 

４・５歳児  ３０：１ － － － － 

合計       

休
日 

３歳児（満３歳児を

含む） 

 ２０：１ － － － － 

４・５歳児  ３０：１ － － － － 

合計       

※配置職員数には、預かり保育事業に従事している間、専ら当該事業に従事している人数を記入して
ください。（教育課程担当職員による対応可） 

※有資格者数は、幼稚園教諭普通免許状所有者又は保育士の人数を記入してください。 

３．事業の実施状況 

 （１）預かり保育事業の実施時間 

平
日 

曜日 登園前 教育課程時間 降園後 

 ～ ～ ～ 

 ～ ～ ～ 
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 ～ ～ ～ 
 

長
期
休
業
日 

曜日 預かり時間  

休
日 

曜日 預かり時間 

     

     

     

                      ※土曜・日曜・祝祭日 
 （２）預かり保育事業の年間実施日数 

 平日 長期休業日 休日 合計 

年間実施日数     

 （３）食事・おやつの提供の有無等 
  食事・おやつの提供の有無                   □有   □無 
→（提供有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備の必要性の有無□有   □無 
→（必要性有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備の有無   □有   □無 
 

４．利用料金 
 （１）預かり保育事業の料金 

 １時間 １回 月極 その他 

平日     

長期休業中     

休日     

※年齢や時間帯等により料金が異なる場合には、最大の額を記入してください。 
※食事代及びおやつ代を預かり保育の料金と一体的に保護者から徴収している場合には、それを除い
た金額を記入してください。 

 （２）食事代及びおやつ代 

 １回 月極 

食事代   

おやつ代   

 
５．設備・面積 

部屋の名称 保育室ごとの受入れ人数等 
預かり保育実施 
保育室面積 

 人 × １．９８㎡＝   ㎡ ㎡ 

 人 × １．９８㎡＝   ㎡ ㎡ 

 人 × １．９８㎡＝   ㎡ ㎡ 

（添付書類） 
１ 認定こども園…認定こども園法第１７条第１項の規定による認可又は認定こども園法第３条第１
項 若しくは第３項の規定による認定を受けたことを証する書類の写し 

  幼稚園、特別支援学校…学校教育法第４条第１項による認可を受けたことを証する書類の写し 
２ 料金表及び利用案内・パンフレット 
３ 預かり保育事業に従事する担当職員の名簿（職員の氏名及び資格・研修修了の有無がわかるもの） 
４ 施設の図面（預かり保育の実施場所を明示したもの） 

（別紙４ 一時預かり事業） 

１．事業所に関する事項 

施設の種別 
 □認定こども園  □幼稚園  □保育所  □小規模保育施設 
 □家庭的保育事業所  □その他（            ） 

事業の種別 
 □一般型  □幼稚園型Ⅱ  □余裕活用型  □居宅訪問型 
 □地域密着Ⅱ型 

名称  
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所在地 
〒   －    

ＴＥＬ：    －   －    メールアドレス： 

事業の 
管理者 

職名 
 フリガナ  

氏名  

住所  
生年 
月日 

年  月  日 

 
２．運営に関する事項 
 （１）職員の定数及び職務の内容 

  常勤 非常勤 合計 

職員数    

うち、一時預かりの乳幼児の処遇を行う保育士等    

資
格
別
の
内
訳 

保育士    

幼稚園教諭    

保育教諭    

看護師    

准看護師    

その他（       ）    

 
 （２）利用定員 

利用定員  

うち一時預かりの利用定員  

 
 （３）利用料金 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 

保育料       

その他（       ）       

その他（       ）       

その他（       ）       

 

食
事
の
提
供
の
有
無 

□有 （有の場合は、以下も記入してください。） 

 食
事
代 

□１食当たり    円 □月当たり    円  

□その他（      ）      円   

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか 

  □はい   □いいえ 

□無 

（添付書類） 
１ 児童福祉法第３４条の１２の規定により届け出た一時預かり事業開始届及び変更届の写し（上記記載事項の最新の

状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない） 

２ 料金表及び利用案内・パンフレット 

（別紙５ 病児保育事業） 

１．事業所に関する事項 

施設の種別  □診療所   □病院   □認定こども園   □保育所 
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 □幼稚園   □小規模保育施設   □家庭的保育事業所 
 □その他（          ） 

事業の種別 
 □病児対応型    □病後児対応型   □体調不良児対応型 
 □非施設型（訪問型） 

名称  

所在地 
〒   －    

ＴＥＬ：    －    －    メールアドレス： 

事業の 

管理者 

職名 
 フリガナ  

氏名  

住所  
生年 
月日 

年  月  日 

 
２．運営に関する事項 
 （１）開設時間 

曜日 開設時間※ 

 ～ 

 ～ 

 ～ 

※２４時間標記で記入してください。 
 
 （２）利用定員 

利用定員  

 
 （３）対象年齢 
□０歳児  □１歳児  □２歳児  □３歳児  □４歳児  □５歳児 
□就学児（小学   年生まで） 
 
 （４）利用料金 

      料金種別 
料金の内容 

日額 半日 １時間当たり 

市内 市外 市内 市外 市内 市外 

保育料       

その他（     ）       

その他（     ）       

その他（     ）       

 

 

食
事
の
提
供
の
有
無 

□有 （有の場合は、以下も記入してください。） 

 食
事
代 

□１食当たり    円 □月当たり    円  

□その他（      ）      円  

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか 

  □はい   □いいえ 

□無 
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 （５）職員の定数及び職務の内容 
  常勤 非常勤 合計 

職員数    

資
格
別
の
内
訳 

保育士    

幼稚園教諭    

保育教諭    

看護師    

准看護師    

保健師    

助産師    

その他（       ）    

（６）協力機関・指導医の状況 

協
力
機
関 

設定の有無 
□有  □無   無の場合は、その理由

（                           ） 

名称  

所在地 
〒   － 

ＴＥＬ：  －  －   メールアドレス： 

協力内容  

指
導
医 

設定の有無 
□有  □無   無の場合は、その理由

（                           ） 

名称  

所在地 
〒   － 

ＴＥＬ：  －  －   メールアドレス： 

指導内容  

 

３．設備に関する事項 

 （１）保育室等の面積 

保育室等の種類 保育室 観察室 

調理室 

（専用・兼

用） 

その他 

（    

 ） 

合計 

面積      

乳幼児１人当たり面積      

 

（添付書類） 

１ 児童福祉法第３４条の１８の規定により届け出た病児保育事業開始届及び変更届の写し（上記記

載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない） 

２ 料金表及び利用案内・パンフレット 

３ 施設の図面（保育室等の配置がわかるもの） 

 

様式第４３号（第４２条関係） 
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第     号 

年  月  日 

        様 

大和高田市長       印    

特定子ども・子育て支援施設等確認通知書 

申請のあった施設・事業について、子ども・子育て支援法施行規則第５３条の２で規定している特

定子ども・子育て支援施設等として確認したので、次のとおり通知します。 

施 設 の 

名 称 
 

施 設 の 

所 在 地 
 

確 認 

申 請 日 
 

確 認 日  

施設・事 業 

の 種 類 

□認定こども園  □幼稚園  □特別支援学校幼稚部 

□可外保育施設 

□預かり保育事業（在園児を対象） 

□一時預かり事業（在園児以外を対象） 

□病児保育事業 

□子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

事 業 開 始 

（予定）年月日 
 

 

様式第４４号（第４３条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（届出者）住   所 

氏   名 

（又は名称） 

代表者氏名           印   

特定子ども・子育て支援施設等確認変更届 

子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を受けた事項に変更があったので、同法第

５８条の５の規定により次のとおり届け出ます。 

施設・事業の種

類 

□ 認定こども園   □ 幼稚園     □ 特別支援学校幼稚部 

□ 認可外保育施設  □ 預かり保育事業 □ 一時預かり事業 

□ 病児保育事業 
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変更項目※１ 変更前 変更後 

設置者・ 

事業者名※２ 
  

設置者・事業者

の主たる事務所

の所在地 

〒 〒 

ＴＥＬ： ＴＥＬ： 

メールアドレス： メールアドレス： 

設置者・事業者
の代表者 

職名  職名  
フリガナ  フリガナ  

氏名  氏名  

生年月日  生年月日  

施設の名称   

施設の所在地 

〒 〒 

ＴＥＬ： ＴＥＬ： 

メールアドレス： メールアドレス： 

施設・事業所の
管理者 

職名  職名  
フリガナ  フリガナ  

氏名  氏名  

生年月日  生年月日  

変更日 年   月   日 

※１ 記載の変更項目以外に変更項目がある場合は、別紙１から５の該当項目に記載の上添付してください。 

※２ 設置者又は事業者が各種法人、任意団体の場合は、法人名、団体名を記入してください。 

（添付書類） 

１ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等（法人の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏
名、生年月日、住所、職名に変更がある場合） 

２ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧（役員に変更があった場合） 
 
様式第４５号（第４４条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  宛 

（届出者）住   所 

氏   名 

（又は名称） 

代表者氏名           印   

特定子ども・子育て支援施設等確認辞退届 

子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を辞退したいので、同法第５８条の６の規

定により次のとおり届け出ます。 

施設・事業 
の種類 

□ 認定こども園   □ 幼稚園  □ 特別支援学校幼稚部 
□ 認可外保育施設         □ 預かり保育事業 
□ 一時預かり事業         □ 病児保育事業 

設置者・ 
事業者名※ 
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設置者・事業者
の主たる事務所

の所在地 

〒 

ＴＥＬ：          メールアドレス： 

代表者 職名  

フリガナ  

氏名  

施設・事業所の
名称 

 

施設の所在地 

〒 

確認を辞退 
する年月日 

年  月  日 

確認を辞退しよ
うとする 
理由 

 

※ 設置者又は事業者が各種法人、任意団体の場合は、法人名、団体名を記入してください。 

 

○大和高田市健康診査等負担金徴収規則の一部を改正する規則（健康増進課） 

規則第３７号 

大和高田市健康診査等負担金徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和２年８月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市健康診査等負担金徴収規則の一部を改正する規則 

大和高田市健康診査等負担金徴収規則（平成１７年規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

「 

胃がん検診 個別検診 ４，６００円 

２歳児歯科健診フッ素塗布 集団健診 ５００円 

」を 

「 

胃がん検診 個別検診 ４，６００円 

大腸がん検診 個別検診 ８００円（高齢者の医

療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８

０号）第２０条に規定

する特定健康診査を同
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時に受診する場合は５

００円） 

２歳児歯科健診フッ素塗布 集団健診 ５００円 

」に改める。 

附 則 

この規則は、令和２年９月１日から施行する。 

 

 

 

告示 

○令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第７号）等の公表（財政課） 

告示第１２２号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２年８月３日付けで

専決処分した予算の要領は次のとおりです。 

  令和２年８月３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和２年度大和高田市一般会計補正予算（第７号） 

令和２年度大和高田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８，５００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ３６，０４８，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                              （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

15.国庫支出金  
11,933,344 18,500 11,951,844 

2.国庫補助金 

7,651,919 18,500 7,670,419 

補正されなかった科目に係る額 
24,096,156 0 24,096,156 

歳  入  合  計 
36,029,500 18,500 36,048,000 

 

（歳出）                              （単位：千円） 

告 示 
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款 項 補正前の額 補 正 額 計 

10.教育費  
2,984,821 18,500 3,003,321 

1.教育総務費 

542,634 1,978 544,612 

2.小学校費 

552,166 9,022 561,188 

3.中学校費 

238,298 5,000 243,298 

4.高等学校費 

387,696 2,500 390,196 

補正されなかった科目に係る額 
33,044,679 0 33,044,679 

歳  出  合  計 
36,029,500 18,500 36,048,000 

 

○公示送達（収納対策室） 

告示第１２３号 

 令和２年度軽自動車税全期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所

等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１

項の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和２年８月３日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

 

１ この通知の発送年月日 

令和２年度軽自動車税全期 令和２年６月２５日 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

 

○放置自転車等の移動、保管（生活安全課） 

告示第１２４号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条及び第９条の２第２

項の規定により放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項

の規定により告示します。 

令和２年８月４日 

大和高田市長 堀内 大造   



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

110 

 

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域内及び放置禁止区域外の公共の場所に放置されていたため 

２ 移動年月日、移動対象区域、移動自転車等の数量 

（１） 放置禁止区域 

移動年月日 

近鉄大和高田
駅･ＪＲ高田駅
周辺 

近鉄高田市

駅周辺 

近鉄松塚駅

周辺 

近鉄浮孔駅

周辺 

近鉄築山駅

周辺 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

令和２年７月７日   １        

令和２年７月１３日   ２        

令和２年７月１５日 １          

令和２年７月１７日       １     
（２） 放置禁止区域外の公共の場所 

移動年月日 地区 自転車 

原動機

付自転

車 

令和２年７月１０日 大和高田市本郷町地内 １  

令和２年７月３０日 大和高田市大谷地内 １   
３ 保管場所 

大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

大和高田市高架下自転車保管所 

４ 引取期間 

告示日から６０日間。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

５ 引取時間 

午前９時から正午までと午後１時から午後４時まで 

６ 引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証、運転免許証、保険証

等）を持参すること。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

ア 移動費 ２，０００円 

イ 保管費 移動日から１４日以内は無料。ただし、無料期間を経過した日以降は、大和高田市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる市の休日を除き、１日当たり５０円を

徴収する。総額は、１，０００円を限度とする。 

７ 連絡先 

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

○大和高田市地域振興券事業実施要綱（産業振興課） 

告示第１２５号 

大和高田市地域振興券事業実施要綱を次のように定める。 

  令和２年８月４日 
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大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市地域振興券事業実施要綱 

 （目的） 

第１条 この告示は、新型コロナウイルス感染症（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４

年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。）の影響を

受けている市内の事業者への経済対策及び市民の生活支援を目的とした大和高田市地域振興券を

交付する事業に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１） 特定取引 物品（有価証券、前払式証票その他これらに類するものを除く。）の購入若しく

は借受け又は役務の提供に対する反対給付として地域振興券を使用する取引をいう。 

 （２） 取扱事業者 特定取引を行い、受け取った地域振興券の換金を申し出ることができる事業

者として登録された者をいう。 

 （交付対象者） 

第３条 第１条の目的を達成するために市が発行する地域振興券（様式第１号）の交付の対象となる

者は、次に掲げる者が属する世帯の生計を主として維持するものとする。 

 （１） 令和２年９月１日現在において、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条に規

定する住民基本台帳に記載されている者 

 （２） 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）第

１条第１項の配偶者からの暴力により、住民基本台帳法第２３条第１項の規定による届出が困難

であると認められる者（令和２年８月３１日までに申出があった者に限る。） 

 （地域振興券の額等） 

第４条 地域振興券の額は、前条各号に掲げる者１人につき、５，０００円（うち２，０００円は、

第６条第１項第２号に規定する地域振興券（限定））とする。 

２ 交付された地域振興券は、再発行しない。ただし、災害等の不可抗力による紛失による場合は、

この限りでない。 

 （地域振興券の使用範囲等） 

第５条 地域振興券は、取扱事業者との間における特定取引においてのみ使用することができる。 

２ 地域振興券の使用期間は、令和２年１１月１日から令和３年１月３１日までとする。 

３ 特定取引に使用された地域振興券の券面金額の合計額が特定取引の当該取引における金銭支払債

務の額を上回るときは、取扱事業者からの当該上回る額に相当する金銭の支払いは行われないもの

とする。 

４ 地域振興券は、次に掲げる物品の購入若しくは借受け及び役務の提供を受けるために使用するこ

とはできない。 

 （１） 不動産や金融商品 

 （２） たばこ 

 （３） 商品券、プリペイドカード等換金性の高い有価証券 

 （４） 国税、地方税や使用料などの公租公課 

（取扱事業者の登録） 

第６条 取扱事業者として登録できる事業者は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定めるものとす

る。 
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 （１） 地域振興券（共通）が使用できる事業者 市内に事業所を有する事業者 

 （２） 地域振興券（限定）が使用できる事業者 市内に事業所を有する事業者（法人にあっては

市内に本店を置くものに限る。） 

２ 前項の規定に該当する事業者のうち取扱事業者への登録、変更又は取消をしようとするものは、

大和高田市地域振興券取扱事業者登録申込書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに登録の可否を決定し、その旨を当該申

込みをした者に通知するものとする。 

 （地域振興券の換金手続） 

第７条 市長は、特定取引において地域振興券が使用された場合は、取扱事業者に対し、その券面金

額に相当する額を支払うものとする。この場合において、取扱事業者は、特定取引において受け取

った地域振興券を市長に提出することにより、券面記載の金額での換金を申し出なければならない。 

２ 取扱事業者が地域振興券の換金を申し出することができる期限は、令和３年２月１５日とする。

ただし、長期療養等により期限内に申し出ることが困難と認める特別の事情があるときは、この限

りでない。 

３ 換金の方法は、取扱事業者の預金口座に振り込む方法による。 

４ 偽りその他不正の手段により換金を受けた取扱事業者があるときは、市長は、当該取扱事業者に

対して換金した金額の全部又は一部を返還させることができる。 

 （補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

様式第１号（第３条関係） 

地域振興券 

表面 
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裏面 

地域振興券利用期間 令和２年１１月１日（日）～令和３年１月３１日（日） 
下記の「ご利用の注意点」を確認の上、「振興券参加店舗」でご利用ください。 
「ご利用の注意点」 
 ・上記の利用期間内に限りご利用いただけます。期間を過ぎた場合は無効となります。 

 ・振興券の交換又は売買、現金との引き替えはできません。 

 ・つり銭は出ませんのでご了承ください。 

 ・表紙のついた綴りから振興券を切り離すと、原則使用出来ません。誤って切り離した場合は、その振興券と綴りの両方

を提示し、利用店舗の確認を受けてください。 

 ・振興券の盗難、紛失、滅失等について発行者はその責を負いません。 

 ・一度購入された振興券の払い戻しはしません。 

 ・次に掲げる物品の販売、サービス等の提供は、振興券の利用対象外とします。 

 ① 商品券、図書券、ビール券、切手、印紙、プリペイドカード、たばこ、宝くじ等換金性の高いもの及び税金納付 

 ② 事業活動に伴い、使用する原材料、機器類、及び仕入商品等の購入等 
※振興券取扱店舗記入欄 

大和高田市地域振興券 

 

限定券 

￥５００ 
発行 

大和高田市     有効期限  
※有効期限内にご使用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＱＲコード 

 

 

 

大和高田市地域振興券 

 

共通券 

￥１，０００ 
発行 

大和高田市     有効期限  

 
※有効期限内にご使用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＱＲコード 
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          令和    年  月  日 

店舗名 
 

 

様式第２号（第６条関係） 

大和高田市地域振興券取扱事業者登録申込書 

◎ 太い線の中の必要な部分をご記入ください｡ 

 

※いずれかにチェックしてください。 

 

○大和高田市中小企業等家賃支援給付金給付要綱（産業振興課） 

告示第１２６号 

大和高田市中小企業等家賃支援給付金給付要綱を次のように定める。 

  令和２年８月７日 
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大和高田市長 堀内 大造   

 

   大和高田市中小企業等家賃支援給付金給付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条

の２第１項の新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が著しく減少した中小企業等に対し、

当該中小企業等の経営の安定化を図ることを目的とし、事業活動に要する物件の賃料等の一部を補

助するため、予算の範囲内において大和高田市中小企業等家賃支援給付金（以下「給付金」という。）

を給付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１） 中小企業等 資本金の額又は出資の総額が１０億円未満の法人（資本金の額又は出資の総

額が定められていない法人にあっては、常時使用する従業員の数が２千人以下であるもの。）、

個人事業者及びその他これに準ずると認められる者 

 （２） 物件 中小企業等が、自らの事業のために直接占有する土地及び建物（その使用及び収益

の形態に鑑みこれらに類するものを含む。以下同じ。）で、他人が所有するもの。ただし、国給

付金の申請後、新たに占有を始めた土地及び建物は含まない。 

 （３） 賃料等 中小企業等が、物件に関する賃貸借契約及びこれと類似する契約又は処分（以下

「賃貸借契約等」という。）に基づき、物件の使用及び収益の対価として支払う金銭（当該対価

に係る租税を含む。） 

 （４） 国給付金 国が家賃支援給付金給付規程に基づき給付する家賃支援給付金 

 （給付対象者） 

第３条 市長は、次の各号のいずれにも該当する者（以下「給付対象者」という。）について、給付

金を給付するものとする。 

（１） 市内に所在する物件に対し、賃料等を支払っている中小企業等であること。 

（２） 国給付金の給付決定を受けていること。 

（３） 給付金の申請時点において事業により事業収入を得ており、今後も事業を継続する意思が

あること。 

 （給付金の額の算定） 

第４条 給付対象者に給付する給付金の額は、給付対象者が市内で賃貸借契約等に基づいて占有する

物件に対して支払う１月当たりの賃料等に３分の１を乗じた額の３倍とし、２０万円を上限とす

る。ただし、給付金の額に千円未満の端数が生じるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

２ 前項の１月当たりの賃料等の額は、国給付金の給付金額の算定の基準となった額とする。 

 （給付金の申請） 

第５条 給付金の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が別に定めるところ

により、大和高田市中小企業等家賃支援給付金給付申請書兼請求書（様式第１号）を提出するもの

とする。 

 （給付金の給付決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合において適当と認めるときは、給付金

の給付を決定し、当該申請者に対し、大和高田市中小企業等家賃支援給付金給付決定通知書（様式

第２号）により通知するものとする。 
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 （給付金の給付） 

第７条 市長は、前条の規定による給付決定の通知後、速やかに給付金を給付するものとする。 

２ 前項の規定による給付金の給付は、金融機関の口座に振り込む方法により行うものとする。 

 （指示及び検査） 

第８条 市長は、第６条の規定による給付決定を受けた者（以下「給付決定者」という。）に対し、

必要な指示をし、又は書類、帳簿等の検査を行うことができる。 

 （給付金の給付決定の取消し等） 

第９条 市長は、給付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、給付金の給付決定を取り消す

ことできる。 

（１） 前条の規定による市長の指示に従わなかったとき又は検査を拒み、忌避し、若しくは妨げ

たとき。 

（２） 給付金の給付決定後に、第３条に規定する要件を満たさないことが判明したとき。 

（３） 国給付金について、国から給付の決定を取り消されたとき。 

（４） 偽りその他不正の手段により給付金の給付を受けたとき。 

 （給付金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により給付金の給付決定を取り消した場合において、既に給付金が給

付されているときは、期限を定めて当該給付金の返還を書面により命ずるものとする。 

 （届出） 

第１１条 給付決定者は、第９条第２号又は第３号に該当するときは、速やかに市長に届け出なけれ

ばならない。 

 （受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１２条 給付金の給付を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供することができない。 

 （補則） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

 年  月  日 

大和高田市長  宛 

（ 申 請 者 ） 住 所 

       商号又は名称 

代表者職氏名              印 

（ 連 絡 先 ） 担当者名 

書類送付先 

電話番号 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

 

大和高田市中小企業等家賃支援給付金給付申請書兼請求書 

下記のとおり、大和高田市中小企業等家賃支援給付金の給付を申請します。また、給付決定があ

った後は、給付決定された給付金を下記の口座に振り込んでいただきますよう請求します。 

記 

①基本情報 

種別 法人 ・ 個人 
事業 

内容 
 

国の家賃支援給付金の申請番号  

市内の物件に係る賃貸

借契約等の数 
     件 

市外で賃借等してい

る物件の有無 
あり ・ なし 

※市内の物件に係る賃貸借契約等の情報について、２枚目に記入してください。 

 

②振込先口座情報 

金融機関名  支店名  

口座種別 普通 ・ 当座 ・ その他 口座番号  

口座名義人 

(フリガナ) 

 

※振込先口座は、申請者ご本人名義の口座に限ります。法人の場合は、当該法人名義の口座に限り

ます。 
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③賃貸借契約等情報  ※記入欄が足りない場合は、複写して使用してください。 

市内の物件に係る賃貸借契約等の賃料等合計（共益費・管理費を含む。） 

合

計 

契約上の賃料等 
国給付金の申請日の直前１ヶ月以内に実

際に支払った賃料等 

               円／月                 円／月 

                     

市内の物件に係る賃貸借契約等の内訳 

賃

貸

借

契

約

等

① 

契約上の賃料等 
国給付金の申請日の直前１ヶ月以内に実

際に支払った賃料等 

月額賃料            円／月 

共益費・管理費         円／月 

月額賃料             円／

月 

共益費・管理費          円／月 

合計              円／月 合計               円／

月 

この契約等

に含まれる

物件① 

物件種別 建物・土地・両方 用途（使用目的）  

物件住所 大和高田市 

この契約等

に含まれる

物件② 

物件種別 建物・土地・両方 用途（使用目的）  

物件住所 大和高田市 

賃

貸

借

契

約

等

② 

契約上の賃料等 
国給付金の申請日の直前１ヶ月以内に実

際に支払った賃料等 

月額賃料           円／月 

共益費・管理費        円／月 

月額賃料             円／

月 

共益費・管理費         円／月 

合計             円／月 合計              円／

月 

この契約等

に含まれる

物件① 

物件種別 建物・土地・両方 用途（使用目的）  

物件住所 大和高田市 

この契約等

に含まれる

物件② 

物件種別 建物・土地・両方 用途（使用目的）  

物件住所 大和高田市 

賃 契約上の賃料等 
国給付金の申請日の直前１ヶ月以内に実

際に支払った賃料等 
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貸

借

契

約

等

③ 

月額賃料           円／月 

共益費・管理費        円／月 

月額賃料            円／

月 

共益費・管理費          円／月 

合計             円／月 合計               円／

月 

この契約等

に含まれる

物件① 

物件種別 建物・土地・両方 用途（使用目的）  

物件住所 大和高田市 

この契約等

に含まれる

物件② 

物件種別 建物・土地・両方 用途（使用目的）  

物件住所 大和高田市 

(特記事項) 

 

様式第２号（第６条関係） 

第   号 

年  月  日 

 

大和高田市中小企業等家賃支援給付金給付決定通知書 

 

 

         様 

 

大和高田市長           印 

 

 

    年  月  日付けで申請のあった大和高田市中小企業等家賃支援給付金の給付について

は、下記のとおり決定したので、通知します。 

 

 

記 

 

給付決定額                   円 
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○住民票の職権消除（市民課） 

告示第１２７号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条及び同法施行令（昭和４２年政令第２９２号）

第１２条第１項の規定により、次の者を職権により消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

  令和２年８月１１日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

記 

 

１．職権消除日     令和２年８月６日 

 

２．職権消除される者   

省略（市役所前掲示場掲示済） 

 

この決定に不服のあるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

和高田市長に対して審査請求をすることができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなる。）。 

この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田

市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となる。）、処分の取消しの訴

えを提起することができる（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなる。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができる。 

 

 

○引取りのない自転車等の処分（生活安全課） 

告示第１２８号   

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  令和２年８月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  令和２年１１月２日 
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４．処分対象自転車等の移動年月日 

  令和２年５月１日から令和２年５月３１日までの間 

 

 

○大和高田市子どものための教育・保育の利用に関する様式を定める要綱の廃止（保育課） 

告示第１２９号 

大和高田市子どものための教育・保育の利用に関する様式を定める要綱を廃止する告示を次のよう

に定める。 

  令和２年８月２０日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

大和高田市子どものための教育・保育の利用に関する様式を定める要綱を廃止する告示 

大和高田市子どものための教育・保育の利用に関する様式を定める要綱（平成２７年告示第４７号）

は、廃止する。 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

 

 

○公示送達（税務課） 

告示第１３０号 

 令和２年度軽自動車税納税通知書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等

が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

第２０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、財務部税務課市民税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申

出があればいつでも交付します。 

  令和２年８月２４日 

                               大和高田市長 堀内 大造   

 

１．納税通知書の発送年月日 

令和２年５月８日 

２．この公示送達により変更する納期限  

  変更前 令和２年６月１日 

  変更後 令和２年９月３０日 

３．送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

 

 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 
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○９月市議会定例会の招集（財政課） 

告示第１３１号 

令和２年９月４日大和高田市議会定例会を本市議事堂に招集する。 

令和２年８月２８日 

                              大和高田市長 堀内 大造   

 

 

○公示送達（収納対策室） 

告示第１３２号 

 差押調書を郵便により発送しましたが、下記の者について住所等が不明であるため、送達できない

ので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定により、次のとおり公示送

達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和２年８月２８日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

 

○公示送達（収納対策室） 

告示第１３３号 

 令和２年度軽自動車税全期の督促状を郵便により発送しましたが、下記の者について住所等が不明

であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定

により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和２年８月２８日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和２年度軽自動車税全期 令和２年６月２５日 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 
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○公示送達（収納対策室） 

告示第１３４号 

 令和２年度市県民税第１期の督促状を郵便により発送しましたが、下記の者について住所等が不明

であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定

により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和２年８月２８日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和２年度市県民税第１期 令和２年７月２７日 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

 

○新型コロナウイルス感染症に係る寄附金控除の特例を適用する行事の指定に関する告示（税務課） 

告示第１３５号 

新型コロナウイルス感染症に係る寄附金控除の特例を適用する行事の指定に関する告示を次のよ

うに定める。 

令和２年８月３１日 

大和高田市長 堀内 大造 

新型コロナウイルス感染症に係る寄附金税額控除の特例を適用する行事の指定に関する告示 

 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）附則第１８条の１７に規定する新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２

５号）第５条第４項に規定する指定行事のうち、市長が指定するものは、新型コロナウイルス感染症

の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令（令和２年政令第１６０号）第

３条第１項の規定により文部科学大臣が指定した行事とする。 

   附 則 

 この告示は、令和３年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

公告 

○大和高田市新庁舎来庁者用駐車場運営管理業務委託に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理

室） 

公告第５４号 

入 札 公 告 

 

公 告 
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次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年８月５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 大和高田市新庁舎来庁者用駐車場運営管理業務委託 

２ 履行場所 大和高田市役所新庁舎（大和高田市大字大中９８番地４） 

３ 契約期間 機器設置等準備期間：契約締結日から令和３年６月４日まで 

運営管理期間：令和３年７月１日から機器撤去完了日まで 

機器撤去期間：令和８年６月１日から令和８年６月３０日まで 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）「大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿」又は「大

和高田市建物管理等業務競争入札参加資格者登録名簿」に登録して

いる者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（５）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（６）同種駐車場運営管理業務（設備機器等の設置、設備機器等の維

持管理、駐車料金徴収業務及びコールセンター業務）を元請けで履

行実績を有する者であること。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出

し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。ま

た、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札

参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③  ５（６）の要件を満たすことを証するもの（該当業務（設備

機器等の設置、設備機器等の維持管理、駐車料金徴収業務及び

コールセンター業務）全ての履行実績が分かる契約書等）の写

し 
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（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月６日（木）から令和２年８月２０日（木）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日、日曜日及び祝日

を除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年８月３１日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月１日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月３日（木）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 
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１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月４日（金）午前１０時００分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入

札時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

○大和高田市新庁舎電話交換機設備購入に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第５５号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年８月７日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 大和高田市新庁舎電話交換機設備購入 

２ 納入場所 奈良県大和高田市大字大中地内 

３ 納入期限 令和３年５月３１日 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て
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満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「諸機器

（通信機器）」の登録を有する者であること。 

（２）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出

し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。ま

た、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札

参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月７日（金）から令和２年８月２０日（木）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 
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（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月４日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月７日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月９日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１０日（木）午前１０時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入

札時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 本契約の成立 （１）契約については、大和高田市議会の議決を要するため、議決が

あるまでの間は仮契約とし、議決を得たときに契約が成立するもの

とします。 

（２）落札者決定後、議会の議決までの間に入札参加資格の制限又は

入札参加資格停止を受けた場合は仮契約を締結せず、また、仮契約

を締結しているときは当該仮契約を解除します。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○土庫小学校エレベーター棟増築工事設計業務委託に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第５６号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年８月１１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 土庫小学校エレベーター棟増築工事設計業務委託 

２ 履行場所 大和高田市立土庫小学校（大和高田市 土庫三丁目 地内） 

３ 履行期間 契約締結日から令和２年１２月２５日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の建築設計

業務に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の

規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０
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号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注業務が履行中（落札した時点から完了検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注業務における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載しています。

（ダウンロード可能） 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。（ダウンロード

可能） 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月１２日（水）から令和２年８月２１日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 
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令和２年８月２８日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年８月３１日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月２日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月３日（木）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ 最低制限比較価格 ￥１，７７０，０００－（消費税等抜き） 
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１７ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○大和高田市保健センター非常灯取替更新工事に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第５７号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年８月１１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 大和高田市保健センター非常灯取替更新工事 

２ 工事場所 大和高田市保健センター（大和高田市 西町 地内） 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年１０月３０日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の電気工事

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（７）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（８）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 
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（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載しています。

（ダウンロード可能） 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。（ダウンロード

可能） 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月１２日（水）から令和２年８月２１日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年８月２８日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年８月３１日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月２日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 
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大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月３日（木）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１６ 最低制限比較価格 ￥１，９８０，０００－（消費税等抜き） 

１７ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○コンピラ山古墳埋蔵文化財発掘調査業務に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第５８号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告
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します。 

令和２年８月１２日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 コンピラ山古墳埋蔵文化財発掘調査業務 

２ 履行場所 奈良県大和高田市大字築山５６０番の一部 

３ 契約期間 契約締結日から令和２年１０月３０日まで 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の役務提供

（検査・分析・調査業務）又は大和高田市建設工事等競争入札参加

資格者登録名簿（測量・コンサルタント等）の「埋蔵文化財発掘調

査」に登録している者であること。 

（２）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（７）元請けで官公庁等発注の埋蔵文化財発掘調査の履行実績を有す

る者であること。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出

し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。ま

た、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札

参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③  ５（７）の要件を満たすことを証するもの（該当調査業務等

に係る契約書等）の写し 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月１３日（木）から令和２年８月２５日（火）まで。
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ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月４日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月７日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月９日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 
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１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１０日（木）午前１１時００分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入

札時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○令和２年度大和高田市新型コロナウイルス感染症対策物品（便座クリーナー用ディスペンサー等）

購入に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第５９号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年８月１２日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 令和２年度大和高田市新型コロナウイルス感染症対策物品（便座クリ

ーナー用ディスペンサー等）購入 

２ 納入場所 教育総務課分：大和高田市役所教育総務課（大和高田市大中１００番

地１） 

保育課分：大和高田市立高田西保育所（大和高田市市場５３５番地１） 

３ 納入期限 令和２年１１月３０日（月） 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・
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事務用機器」、「薬品・医療器材類」、「諸機器」又は「その他」の登

録を有する者であること。 

（２）市内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出

し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。ま

た、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札

参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月１３日（木）から令和２年８月２５日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 
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８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月４日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月１０日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１１日（金）午前１０時００分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入

札時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 
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１４ 落札者の決定 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○公立学校情報ネットワーク環境施設整備工事（中学校・市商）に関する条件付き一般競争入札公告

（契約監理室） 

公告第６３号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年８月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 公立学校情報ネットワーク環境施設整備工事（中学校・市商） 

２ 工事場所 大和高田市内３中学校、１高等学校（高田中学校、片塩中学校、高田

西中学校、高田商業高校） 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年３月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書・設計図等）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者登録名簿の「電気工事」又は「電

気通信工事」に登録している者であること。 

（２）「電気工事」登録業者は大和高田市内に本店を有する者であるこ

と。 

（３）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項における

電気通信工事業の建設業許可を有する者であること。 

（４）電気通信工事に関する監理技術者（契約締結時点において継続

して３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に専任で配置でき

る者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

141 

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競

争入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競

争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、

期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参

加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 「電気通信工事業」建設業許可証明書の写し（「電気工事」登

録業者に限る。） 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月２０日（木）から令和２年８月３１日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様

書・設計図等） 

の配布 

入札説明書（仕様書・設計図等）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和２年８月２０日（木）から令和２年８月３１日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様

書・設計図等）につい

ての質疑応答 

入札説明書（仕様書・設計図等）についての質疑及び応答は、ＦＡ

Ｘにより、次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、

市様式は本市ホームページに掲載しています。） 
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（１）受付期限 

令和２年９月１０日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月１１日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月１５日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１６日（水）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 
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１７ 契約保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１８ 最低制限比較価格 ￥３９，１３０，０００－（消費税等抜き） 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○公立学校情報ネットワーク環境施設整備工事（小学校２校区）に関する条件付き一般競争入札公告

（契約監理室） 

公告第６４号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年８月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 公立学校情報ネットワーク環境施設整備工事（小学校２校区） 

２ 工事場所 大和高田市内４小学校（磐園小学校、陵西小学校、菅原小学校、浮孔

西小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年３月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書・設計図等）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者登録名簿の「電気工事」又は「電

気通信工事」に登録している者であること。 

（２）「電気工事」登録業者は大和高田市内に本店を有する者であるこ

と。 

（３）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項における

電気通信工事業の建設業許可を有する者であること。 

（４）電気通信工事に関する監理技術者又は主任技術者（契約締結時

点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に

専任で配置できる者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法
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の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競

争入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競

争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、

期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参

加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 「電気通信工事業」建設業許可証明書の写し（「電気工事」登

録業者に限る。） 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月２０日（木）から令和２年８月３１日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様

書・設計図等）の配布 

入札説明書（仕様書・設計図等）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和２年８月２０日（木）から令和２年８月３１日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 
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大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様

書・設計図等）につい

ての質疑応答 

入札説明書（仕様書・設計図等）についての質疑及び応答は、ＦＡ

Ｘにより、次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、

市様式は本市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月１０日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月１１日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月１５日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１６日（水）午前１０時１５分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 
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（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

１７ 契約保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１８ 最低制限比較価格 ￥３６，２３０，０００－（消費税等抜き） 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○公立学校情報ネットワーク環境施設整備工事（小学校１校区）に関する条件付き一般競争入札公告

（契約監理室） 

公告第６５号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年８月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 公立学校情報ネットワーク環境施設整備工事（小学校１校区） 

２ 工事場所 大和高田市内４小学校（片塩小学校、高田小学校、土庫小学校、浮孔

小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年３月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書・設計図等）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者登録名簿の「電気工事」又は「電

気通信工事」に登録している者であること。 

（２）「電気工事」登録業者は大和高田市内に本店を有する者であるこ

と。 

（３）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項における

電気通信工事業の建設業許可を有する者であること。 

（４）電気通信工事に関する監理技術者又は主任技術者（契約締結時

点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に

専任で配置できる者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 
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（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競

争入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競

争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、

期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参

加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 「電気通信工事業」建設業許可証明書の写し（「電気工事」登

録業者に限る。） 

（３）申請書等の提出は持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に

限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月２０日（木）から令和２年８月３１日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様

書・設計図等）の配布 

入札説明書（仕様書・設計図等）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和２年８月２０日（木）から令和２年８月３１日（月）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 
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（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様

書・設計図等）につい

ての質疑応答 

入札説明書（仕様書・設計図等）についての質疑及び応答は、ＦＡ

Ｘにより、次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、

市様式は本市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月１０日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月１１日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月１５日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１６日（水）午前１０時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの
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した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

１７ 契約保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１８ 最低制限比較価格 ￥３４，２００，０００－（消費税等抜き） 

１９ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○農用地利用集積計画の縦覧（産業振興課） 

公告第６６号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供する。 

  令和２年８月２０日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

○公告第６３号の入札参加資格を訂正する公告（契約監理室） 

公告第６７号 

下記１の公告した入札工事について、下記２のとおり公告内容を一部訂正します。 

令和２年８月２１日 

大和高田市長 堀内 大造   

記 

１ 対象工事 

公告日  令和２年８月１９日 

公告番号 公告第６３号 

工事名  「公立学校情報ネットワーク環境施設整備工事（中学校・市商）」 

２ 訂正内容 

５ 入札参加資格要件の項中（４）を次のように改める。 

（４）電気通信工事に関する監理技術者又は主任技術者（契約締結時点において継続して３

ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に専任で配置できる者であること。 

 



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

150 

○大和高田市発熱者検査センターの設置に伴う仮囲い賃貸借業務に関する条件付き一般競争入札公告

（契約監理室） 

公告第６８号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年８月２５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 大和高田市発熱者検査センターの設置に伴う仮囲い賃貸借業務 

２ 履行場所 奈良県大和高田市内 

３ 契約期間 賃貸借期間：令和２年１０月２０日から令和３年２月２８日まで 

※詳細は、入札説明書（仕様書）のとおり 

４ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿「役務提供

（リース・レンタル）」に登録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（５）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出

し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。ま

た、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札

参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

よりダウンロードしてください。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月２５日（火）から令和２年９月８日（火）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 
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（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月１７日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月１８日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月２４日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 
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（１）日時 

令和２年９月２５日（金）午前１０時００分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入

札時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

○令和２年度自動車騒音常時監視面的評価業務委託に関する条件付き一般競争入札公告（契約監理室） 

公告第６９号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年８月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 令和２年度自動車騒音常時監視面的評価業務委託 

２ 履行期間 契約締結日から令和３年３月１０日（水）まで 

３ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

４ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の役務提供

（調査業務）又は大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の（測量・コンサルタント等）に登録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２
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２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）平成２７年４月１日以降で、元請けで官公庁等発注の自動車騒

音に係る調査業務等の履行実績を有する者であること。 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

５ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び下記必要書類

を提出し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりませ

ん。また、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競

争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札･契約情報」欄に掲載（ダウンロー

ド可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、４（４）の要件を満たすことを証するもの（該

当調査業務等に係る契約書等）の写しと４（６）に係る暴力団排除

に関する誓約書を（１）の申請書と同時に提出してください。暴力

団排除に関する誓約書は、本市指定様式によるものとし、様式につ

いては、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに掲載して

います。 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年８月２７日（木）から令和２年９月１０日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

６ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日から３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

７ 入札説明書（仕様書） 入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答
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についての質疑応答 票によりＦＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

令和２年９月２３日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年９月２４日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

８ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月２８日（月）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、契約希望金額の１１０分の１００に相当す

る金額を記載してください。 

１０ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１１ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月２９日（火）午前１０時３０分から 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１２ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に４に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１３ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 



令和２年９月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３８０号 

 

 

 

 

 

 

 

155 

１４ 契約保証金 免除します。 

１５ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

 

 

教育委員会 

○令和２年度大和高田市児童ホーム事業運営業務委託プロポーザル選定委員会設置要綱 

教育委員会訓令第３号 

 令和２年度大和高田市児童ホーム事業運営業務委託プロポーザル選定委員会設置要綱を次のように

定める。 

  令和２年７月３０日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

令和２年度大和高田市児童ホーム事業運営業務委託事業者選定プロポーザル審査委員会設置

要綱 

（設置） 

第１条 令和２年度大和高田市児童ホーム事業運営業務委託に係る受託候補者（以下「受託候補者」

という。）の選定をプロポーザル方式により厳正かつ公平に行うため、令和２年度大和高田市児童

ホーム事業運営業務委託事業者選定プロポーザル審査委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 実施要領及び仕様書の審議及び策定に関する事項 

（２） 審査基準及び審査方法に関する事項 

（３） 提案書、プレゼンテーション等の内容の総合評価に関する事項 

（４） 前３号に掲げるもののほか、受託候補者の選定に関し教育委員会が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員６名以内をもって組織する。 

２ 委員長は、教育長をもってこれに充てる。 

３ 副委員長は、教育委員会事務局長をもってこれに充てる。 

４ 委員は、次に掲げる者とする。 

（１） 大和高田市校長会代表 

（２） 大和高田市園長会代表 

５ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外の者を委員とする

ことができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

教育委員会 
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を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の３分の２以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を徴し、又

は必要な資料の提出を求めることができる。 

５ 会議は、非公開とする。 

（中立の保持） 

第６条 委員長、副委員長及び委員は、プロポーザルに参加している特定の事業者に対して、利益又

は不利益を与える行為をしてはならない。 

（守秘義務） 

第７条 委員長、副委員長及び委員及び第５条第４項の規定による出席者は、職務上知り得た秘密を

他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、教育委員会事務局学校教育課において処理する。 

（委任） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、告示の日から施行する。 

（この訓令の失効） 

２ この訓令は、令和３年２月２８日限り、その効力を失う。 

 

○教育委員会７月定例委員会の招集（教育総務課） 

教育委員会告示第１９号 

 大和高田市教育委員会７月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年７月１６日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年７月３０日（木）午後１時３０分 

 

２ 場所  

   市役所４階 合同委員会室 

 

３ 議案  

第１号 大和高田市指定文化財の新規指定について 

第２号 令和２年度大和高田市児童ホーム事業運営業務委託プロポーザル選定委員会設置要

綱（案）について 

第３号 教育委員会情報化検討チーム設立について 
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   第４号 その他 

 

○教育委員会８月臨時委員会の招集（教育総務課） 

教育委員会告示第２０号 

 大和高田市教育委員会８月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  令和２年７月２２日 

                        大和高田市教育委員会委員長 梶木 義敏   

 

記 

 

 日 時  令和２年８月１７日（月） １３時３０分～ 

 場 所  大和高田市役所 ４階 合同委員会室 

 議 案  第１号 令和３年度以降使用中学校用教科用図書の採択について 

第２号 その他 

 

 

○大和高田市指定文化財の指定（文化振興課） 

教育委員会告示第２１号 

 大和高田市文化財保護条例（平成５年３月２３日条例第１５号）第５条第４項の規定により、次の

表に掲げる有形文化財を大和高田市指定文化財に指定する。 

  令和２年７月３０日 

                       大和高田市教育委員会教育長  梶木 義敏   

 

考古資料の部 

名    称 員数 所有者（管理者） 所 在 地 

 

池田の石棺仏 

（附）石棺底石 

 

 

 

 

 

１対 

 

 

 

 

 

 

（石棺仏） 

池田地蔵講 

 

（附・石棺底石） 

池田自治会 

 

 

（石棺仏） 

大和高田市大字池田１４５番地 

 

（附・石棺底石） 

大和高田市大字池田１３６番地 

 

 

歴史資料の部 

名    称 員数 所有者（管理者） 所 在 地 

 

常光寺名号碑 

 

１基 

 

宗教法人常光寺 

 

大和高田市旭北町２番５２号 

 

 

 

○大和高田市指定文化財の指定（文化振興課） 

教育委員会告示第２２号 
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 大和高田市文化財保護条例（平成５年３月２３日条例第１５号）第５条第４項の規定により、次の

表に掲げる有形民俗文化財を大和高田市指定文化財に指定する。 

  令和２年７月３０日 

                      大和高田市教育委員会教育長  梶木 義敏   

 

名    称 員数 所有者（管理者） 所 在 地 

 

西宮神社の四季農耕図絵馬 

 

１面 

 

曽大根自治会 

 

大和郡山市矢田町５４５番地 

（奈良県立民俗博物館寄託） 

 

 

 

○教育委員会８月定例委員会の招集（教育総務課） 

教育委員会告示第２３号 

 大和高田市教育委員会８月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和２年８月２０日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年８月２７日（木）午後１時３０分 

２ 場所  

   市役所４階 委員会室 

３ 議案  

第１号 後援願いについて 

第２号 ＩＴ研究会発足について（田口委員提案） 

第３号 その他 

 

 

 

 

 

選挙管理委員会 

○選挙管理委員会の招集（選挙管理委員会） 

選挙管理委員会告示第１５号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

令和２年８月２５日 

 大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

１ 日時 

   令和２年９月１日（月） 午前９時００分 

 

２ 場所 

   大和高田市大字大中１００番地１ 

選挙管理委員会 
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   大和高田市役所 ３階 西会議室 

 

３ 議案 

第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について 

第２号 選挙人名簿の定時登録について 

第３号 その他 

 

 

 

公営企業 

○築枝築山地内管渠工事（５）に関する条件付き一般競争入札公告（下水道課） 

上下水道事業公告第１５号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年８月６日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造 

１ 工事名 築枝築山地内管渠工事（５） 

２ 工事場所 大和高田市 築山 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年２月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＡ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）土木工事に関する１級の資格を有する監理技術者（契約締結時

点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にあり、監理技術者講習

を５年以内に受講した者）を当該工事に専任で配置できる者である

こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

公営企業 
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要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格

確認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年８月７日（金）から令和２年８月１８日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

７ 競争入札参加資格

の確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日、日曜日及び祝日

は除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様

書）の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和２年８月７日（金）から令和２年８月１８日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 
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９ 入札説明書（仕様

書）についての質疑応

答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月４日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年９月７日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月９日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１０日（木）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 
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１５ 落札候補者の決

定 

落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

上下水道部下水道課から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限比較価格 ￥５７，２９０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

○土枝池尻地内管渠工事（１５）・給配水管移設工事（Ｇ１５）に関する条件付き一般競争入札公告（下

水道課） 

上下水道事業公告第１６号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年８月６日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 土枝池尻地内管渠工事（１５）・給配水管移設工事（Ｇ１５） 

２ 工事場所 大和高田市 池尻 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年２月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＢ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）契約金額の合計額が３，５００万円以上となる場合、土木工事

に関する主任技術者又は監理技術者（契約締結時点において継続し

て３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に専任で配置できる

者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者
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であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、上下水道部下水道課にも備え付けていま

す。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年８月７日（金）から令和２年８月１８日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日は除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日、日曜日及び祝日

は除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 
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８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 

令和２年８月７日（金）から令和２年８月１８日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日は除きます。 

（２）閲覧の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月４日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年９月７日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月９日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１０日（木）午前９時３５分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 
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開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

上下水道部下水道課から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水道

課 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 免除します。 

１９ 最低制限比較価格 ￥３０，２７０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

○高６枝曽大根２丁目・甘田町地内管渠工事（１０）に関する条件付き一般競争入札公告（下水道課） 

上下水道事業公告第１７号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和２年８月６日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 高６枝曽大根２丁目・甘田町地内管渠工事（１０） 

２ 工事場所 大和高田市 曽大根２丁目・甘田町 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年２月２６日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 
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５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）令和２年度大和高田市格付け等級がＢ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）契約金額の合計額が３，５００万円以上となる場合、土木工事

に関する主任技術者又は監理技術者（契約締結時点において継続し

て３ヶ月以上の雇用関係にある者）を当該工事に専任で配置できる

者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、上下水道部下水道課にも備え付けていま

す。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和２年８月７日（金）から令和２年８月１８日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日は除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 
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７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日、日曜日及び祝日

は除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 

令和２年８月７日（金）から令和２年８月１８日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日は除きます。 

（２）閲覧の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水

道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年９月４日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

令和２年９月７日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年９月９日（水）。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 
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１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年９月１０日（木）午前９時５０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

上下水道部下水道課から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 ３階 大和高田市上下水道部下水道

課 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 免除します。 

１９ 最低制限比較価格 ￥２９，６５０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 


